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－第16回横浜市景況・経営動向調査報告－ 

横  浜  市  経  済  局 

(財)横浜・神奈川総合情報センター 

 

〔調査の概要〕 

１．目的・内容 『みなと経済人フォーラム』の一環として，横浜市の経済・産業政

策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握

するために，フォーラム参画企業を対象にアンケート調査（指標調

査，特別調査）及びヒアリング調査を一連の「景況・経営動向調

査」として，四半期ごとに年４回（６月，９月，１２月，３月）実

施。 

２．     調 査 対 象『みなと経済人フォーラム』参画企業７９８社 

回収数３３９社（回収率：４２．５％） 

  市内本社企業  市外本社企業 合 計 

 大企業 中堅企業 中小企業   
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非製造業 
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３．調 査 時 期 ：平成８年３月実施 
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産 業 別 動 向  

業 種  景 況 ・ 見 通 し  動 向

１．建設 

 
 オフィスビル建設は，パイの奪い合いによる受注単価の低迷で収益に結びつきづらい

状況にはあるものの， 悪だったテナント事情は若干ではあるが回復傾向にある。一般

住宅をみると，受注件数・額ともに前期とほとんど変わらず，こちらも収益にあまり結

びついていないが，比較的価格帯の高い建物の需要がほんのわずかではあるが増加して

いる。 

 

 

２．電機・電子 

 
 ワイド型テレビ，パソコン，移動体通信機器等の家電関係は引き続き活発な荷動きを

示している。カーエレクトロ関連は，一部，純正品の持ち直し傾向はみられるものの，

市販市場の回復待ちの状況である。照明業界は大手の百貨店が増改築を予定しているこ

となどからある程度の需要が見込まれている。今期の半導体業界は，米国のパソコン需

要の鈍化や東南アジアでの４メガ DRAM の放出により一時期ほどの活況感がない。 

３．工作機械 

 
 今期は好調な売上を反映して回復感が強まっている。生産台数もピークだった平成２

年レベルに近づき， 近は汎用機だけでなく大型機の受注も出ており，漸く大企業の設

備投資意欲も出てきたようだ。原因としては 近の為替の安定と更新需要が重なったこ

と，一時期，海外に展開していた金型産業が戻ってきていること，ＮＣ化の普及とそれ

に伴う買い替え需要の増加等が考えられる。 

 

４．自動車関連 

 
 自動車の国内需要見通しは増加傾向にあるが，それが直接，国内生産台数の伸びに繋

がらず厳しい状況にある。こういった中で自動車部品メーカーはコストダウン要請を強

いられ，設計段階からコストダウン，作業行程の簡素化により経費削減を図っている。

今後は価格競争力のある新製品の開発や新分野への開拓を求められている。 

 

 

５．繊 維 ・  

 スカーフ関連 

 

 服地プリントをみると，夏物の状況は，通常ならば繁忙期である２～３月の受注量が

昨年の５割程度に留まり，４月以降の追い掛け注文に期待する部分が大きい。しかし，

下落傾向にあった単価については，ほぼ下げ止まったといえる。スカーフ業界は，漸く

在庫調整が終わった感があり，小ロット，短納期で在庫を抱えないようにしている。

近のトレンドとしてロングスカーフや大判スカーフの売れ行きが持ち直してきている。

 

 

６．運輸・倉庫 

 
 海運業は，他産業の流通合理化の影響を受け，少ないパイを価格競争で奪い合う厳し

い状況が続き，業界再編の波がくることも考えられる。陸運業は物資数量自体は横ばい

から微増で推移しており，運賃の切り下げにより大手は経営体質の改善がされつつある

が，中小零細のトラック業界には負担となる部分が出てきている。 

 倉庫の保管残高は高い水準にあるが，値下げ要求が強く収益に結びつかない。また，

回転率は回復傾向にはあるが依然として低水準で，荷役料収入は減少している。 

 

 

７．卸・貿易 

 
 繊維中心の貿易業では為替の関係と東南アジア製品のすさまじい追い上げで，業界全

体では前年比 15～20％ほどの落ち込みになるものと思われる。繊維関連の卸業者では

現状打破のために高付加価値の商品開発に乗り出しているところもある。制御機器分野

の卸業者では，７年度の受注状況はかなり回復してきたものの，先行きはまだ不透明な

状況である。 

 

８．大型小売店 

 
 百貨店では，来店客数は上向いているが，買い上げ単価がいまだに回復しないこと

や，法人需要も芳しくない状況にあるためにほぼ前年並みで推移している。スーパーで

は買い上げ単価・点数ともに減少傾向にあり，食品中心のスーパーでも商圏の棲み分け

ができにくい性格上，競合店との食い合いとなっている。紳士服の専門店では，来店客

数は減少しているものの，客単価は上がっている。 
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業 種  景 況 ・ 見 通 し  動 向

９．不動産 

 
 オフィス部門では，他の大都市圏よりは若干高いものの空室率は少しずつ改善し，賃

料の方も下げ止まったようだ。先行きについては横浜駅東口やみなとみらい地区の大型

物件がどのように影響するか予想できず不透明感が強い。住宅部門では，価格が下がっ

たこともあるが一戸建に動きが出始めた。マンションや単身者向け賃貸物件は価格の低

下により東京へシフトする動きがみられる。 

10．情報ｻｰﾋﾞｽ 

 
 全体的に一時の 悪期は脱したようである。一昨年の後半あたりから受注量は増加傾

向にあるが，情報サービス業界でも単価の低下が問題となっており，利益には結びつき

づらい。しかし，受注量が増加したことにより，合理化で手控えてきた採用も８年度に

は増やそうとする動きもある。今後の事業展開としては，新規に投資する体力のある企

業は良いが，業界全体にはまだそういう雰囲気は漂っていない。 

11．ﾎﾃﾙ･ｺﾝﾍﾞﾝｼ

ｮﾝ関連 

 

 ホテル業界の業況は昨秋くらいから上向き傾向にある。８年度も宿泊部門を中心に比

較的好調に推移すると思われる。また，新規需要の獲得のために宿泊客のニーズを的確

に捕らえた宿泊パックや設備投資を行っていく動きもある。大型のコンベンション施設

では７年度が過去 悪の稼働率だったので８年度は上向くと思われる。現在はスポーツ

催事や衣類関連の見本市が増えている。 

 

12．ｺﾐｭﾆﾃｨ産業 

 
 ＤＳや大型店との競合で食品中心の生協は非常に厳しい状況にさらされている。店舗

部門をみると中小規模の店舗での売上ダウンが目立っている。共同購入部門は従来型の

班中心から，個別配送方式にニーズが変化し，生協の無店舗販売を支えている。ワーカ

ーズコレクティブはリサイクル部門以外は順調で，特に仕出し部門や福祉部門が好調に

推移している。今後も駅前保育等，新規事業へ積極的に進出する予定でいる。 

 

 

13．生涯学習 

  関連  

 

 カルチャーセンターでは，92，93 年をピークに徐々にではあるが減少傾向が続いて

いる。社会のトレンドによって講座の人気が左右され，７年度はスポーツ関連が不調で

あった。専門学校では，就職状況からみると，景気の回復感が感じられる。企業の社員

教育としてパソコン研修等の依頼が増えている専学もみられる。スポーツクラブでは時

期的要因もあり退会者数が増加しているが，前年と比較するとさほど変化はない。 

 

14．レジャー 

 
 今期の近隣レジャー施設は，客単価は伸び悩んでいるものの，積極的なＰＲ活動やイ

ベント開催等により，入場者数の減少幅は縮小傾向にあり，増加傾向を示している施設

もある。旅行業界は，円高やツアーの値下げによりかなり伸びているが，国内旅行は依

然として低調で，需要を喚起できるような新たな商品の提供が課題となっている。 

 

 

※天気の上段は現状（96年１～３月）の業況，下段は将来見通し（96年７～９月）。 

※天気は１～10の業種についてはB.S.I.値にヒアリング調査を加味して作成している(対応は下表の通り)。 

 また，11～14の業種についてはヒアリング調査をもとに作成している。 

B.S.I. 天気 B.S.I. 天気 B.S.I. 天気 

20.1以上 
 

０ 
 

-20.1～-40.0 
 

0.1～20.0 
 

-0.1～-20.0
 

-40.1以下 
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B.S.I値
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 １．市内企業の景気見通し（概要）  

〔市内企業の自社業況〕 

市内企業の景気見通しは，全体としては今期(平成８年１～３月期)はB.S.I.値が▲19.6と若

干の回復であった前期(７年10～12月期;同▲33.9)より14.3ポイントの回復と調査始まって以

来の高い数値で，回復幅も 大となり，前回調査での見通し(同▲24.1)も上方修正された。先

行き８年４～６月期(同▲18.0)はほぼ横ばい予測となっているが，７～９月期(同▲13.5)も引

き続き回復予測で前回調査からみると回復傾向が堅調なものとなっている。 

製造業については,７年１～３月期以降再び低迷していたが,今期はB.S.I値が▲21.2

と７年１～３月期(同▲23.0)の水準まで回復した。先行きは，８年４～６月期，７～９

月期と緩やかではあるが回復基調を維持する予測となっている。主要業種では，電

機・精密等が0.0まで回復し，一般機械は２期連続して緩やかな回復が維持され，前期

大幅に悪化した輸送用機械がやや回復している。先行きは回復予想となっている業種

が多い中で，輸送用機械は再び悪化すると予測している。 

非製造業は，前期も若干の回復がみられたが，今期はB.S.I値は▲18.7と調査開始以

来 高の数値で，前回調査での当該期予測(同▲25.4)を上方修正する回復となった。先

行きは，４～６月期は横ばいであるが，７～９月期に再び回復する予測となっている。

主要業種でみると，小売業は悪化となったが，今期の回復は建設業，卸売業，情報サ

ービス業の回復に依存するところが大きい。先行きは，建設業を除くと概ね回復を見

込んでいる。 

市内企業の自社業況の見通し 

  平成７年 平成８年 平成８年 平成８年 （参考） 

  10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期 回答企業数

 全産業 -33.9 -19.6 -18.0 -13.5 332

 Ｂ.Ｓ.Ｉ -31.1 -21.2 -17.9 -10.8 113

 うち  

製 食料品等製造 -57.1 -20.0 -40.0 -20.0 5

 繊維・衣服 25.0 -37.5 0.0 -50.0 8

造 石油・化学 -25.0 -20.0 -20.0 -10.0 10

 鉄鋼・金属 -53.8 -50.0 -28.6 -7.1 14

業 一般機械 -38.9 -33.3 -5.6 -5.6 18

 電機・精密 -12.0 0.0 -8.8 12.1 35

 輸送用機械 -60.0 -38.5 -61.5 -61.5 13

 Ｂ.Ｓ.Ｉ -35.3 -18.7 -18.1 -14.8 219

非 うち  

 建設業 -66.7 -33.3 -55.3 -48.7 39

製 運輸・倉庫業 -33.3 -29.6 -14.8 -14.8 27

 卸売業 -47.1 -26.3 -13.2 2.6 38

造 小売業 -6.7 -25.9 -19.2 -14.8 27

 不動産 -71.4 -14.3 16.7 -16.7 7

業 情報サービス -24.0 8.0 0.0 4.0 25

 その他ｻｰﾋﾞｽ -25.6 -14.3 -9.5 -15.0 42

Ｂ.Ｓ.Ｉ.(Business Survey Index)は，景気の強弱感を次の算式により求めている。 

Ｂ.Ｓ.Ｉ.＝（上昇％－下降％） 
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B.S.I.値

自社・業界・国内の景気見通し
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〔市内企業の景況判断〕 
●市内企業の景気判断は国内景気が今期(８年１～３月期；B.S.I.値＝13.3）は６年10

～12月期以来のﾌﾟﾗｽに転じ，前回調査より上方修正され，４～６月期，７～９月期

も改善基調を維持するする予測となっている。業界景気も同様に今期（2.7）はﾌﾟﾗｽ

に転じ，先行きも順調な回復が予測されている。 

 

〔市内企業の経営判断〕 
●市内企業の生産・売上の判断は今期（８年１～３月期；B.S.I.値＝7.0）は前回調査

での見通し（同▲6.3）から上方修正され，景況調査始まって以来初のﾌﾟﾗｽとなり，

４～６月期(7.4)は横ばいながら，７～９月期(17.4)は再び拡大基調となる予測とな

っている。経常利益も生産の回復を背景に今期(▲5.6）は景況調査開始以来 高値

となりで，先行き４～６月(▲3.1)も改善し，７～９月(7.9)は初めて増益に転じる

予測となった。 

 

●設備投資の実施率は７年４～６月期から一進一退を続けていたが，今期（43.0%）は

４年10～12月期以来の高い実施率となり， 先行きの計画率も４～６月期は今期の実

績より高い予想となっており，７～９月期は若干低下する予想となっているものの，

高水準を保っている。 

 

●在庫の見通しについては，完成品在庫は今期はほぼ適正となり，来期はやや不足予

想となっている。原材料在庫は一進一退で今期はやや過剰感が強まり，来期は弱ま

る予想となっている。 

 

●価格の見通しについては，製品価格は今期は両業種ともﾏｲﾅｽ幅が大きく縮小し，来

期もこの傾向は続く予想となっている。原材料価格についてはこのところﾏｲﾅｽ幅の

縮小傾向が続いていたが，今期はﾌﾟﾗｽに転じた。来期はほぼ横ばいの予想となって

いる。 

 

●雇用人員の水準に関しては，徐々に過大感が薄れており，今期は両業種とも過大感

が一層薄れているが，両業種とも大企業は過大感が強まり，中小企業は不足となっ

ている。来期は新規採用もあり過大感が強くなる予想となっている。また，生産・

営業用設備水準も規模別でみると大企業で過大感が強くなったが，中小・中堅企業

で過大感が薄れ，業種別では非製造業では不足となっている。来期も概ね過大感が

薄れる予想となっている。 

 

●資金繰りに関しては２期連続悪化していたが，今期は大幅に改善され，来期も改善

予想となっている。また，労働時間は前期減少だった製造業が増加となり，非製造

業も微増を維持したが，来期は製造業は不変，非製造業は若干の減少予想となって

いる。 

 

 平成７年

10～12月期 

平成８年 

１～３月期 

平成８年

４～６月期

平成８年

７～９月期
 平成７年

10～12月期 

平成８年 

１～３月期 

平成８年

４～６月期

平成８年

７～９月期

国内景気 ▲4.5 13.3 21.0 29.7 製品価格 ▲40.2 ▲28.9 ▲23.2 - 

業界景気 ▲7.3 2.7 11.1 15.7 原材料価格 ▲3.6 1.0 1.1 - 

生産・売上 ▲8.3 7.0 7.4 17.4 雇用人員水準 11.9 6.6 12.5 - 

経常利益 ▲15.4 ▲5.6 ▲3.1 7.9 生産営業設備 4.9 1.6 1.0 - 

設備投資 38.4％ 43.0％ 44.1％ 42.4％ 資金繰り ▲11.7 ▲2.8 ▲0.6 - 

完成品在庫 3.4 0.4 ▲3.5 - 労働時間 2.9 3.3 ▲2.1 - 

原材料在庫 4.4 5.9 3.6 -     

 設備投資は実施・計画率，その他はB.S.I値。平成７年10～12月期は前回調査での実績値。 



- 7 - 

 市内企業の景気見通し（各論）  

〔業界の景気見通し，国内景気〕 

各業界の景気見通しは，３期連続の改善で，今期のB.S.I値は2.7と６年10～12月期

以来のﾌﾟﾗｽとなり，前回調査の当期予測(同＝▲6.1)を大きく上方修正した結果となっ

た。先行きは,４～６月期(同＝11.1)，７～９月期(同＝15.7)も拡大する予測となってい

る。業種別に見ると，製造業では今期(同＝9.0)は６年10～12月期(同＝12.9)に次ぐ高い

数値となり，電機・精密等で大幅な改善となったほか，一般機械，輸送用機械など概

ね改善となった。規模別でも各規模でプラスとなっている。先行きは４～６月期(同＝1

3.9)は一層改善が進み，７～９月期(同＝22.9)にはほぼ全業種でﾌﾟﾗｽに転じる等，本格

的改善が予測されている。非製造業では今期はB.S.I値▲0.5とﾏｲﾅｽではあるものの前

期(同＝▲5.8)から改善し,前回調査での当期予測(同＝▲6.8)を上方修正させており，４

～６月期(同＝9.7)にはﾌﾟﾗｽに転じ，７～９月期(同＝12.1)も引き続き改善する予測とな

っている。業種別には，今期のﾏｲﾅｽは建設業，運輸・倉庫業，卸，小売業に依るとこ

ろが大きく，来期は建設業以外はﾌﾟﾗｽとなり，７～９月期も概ね改善が予想されてい

る。 

国内景気については業界の景気より明るい見方となっており,今期のB.S.I値は13.3

と３期連続改善し，６年10～12月期以来のﾌﾟﾗｽとなり，先行きも４～６月期(同＝21.0)，

７～９月期(同＝29.7)と拡大基調を持続する予測となっている。 

企業規模別の景気見通し 

 項目 業界の景気見通し 国内の景気見通し 

 期 平成７年 平成８年 平成８年 平成８年 平成７年 平成８年 平成８年 平成８年

業種･規模  10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期

 全 産 業 -7.3 2.7 11.1 15.7 -4.5 13.3 21.0 29.7

 大企業 1.9 -4.1 25.5 17.0 -1.9 20.4 40.4 32.6

 中堅企業 -9.1 0.0 4.2 20.5 -2.8 10.9 18.8 27.4

 中小企業 -8.8 8.5 10.8 12.8 -13.3 10.1 9.0 25.8

 市外本社企業 -12.7 -5.3 -5.3 8.1 -7.7 8.1 19.4 40.0

 製 造 業 -10.3 9.0 13.9 22.9 -12.4 10.2 12.3 29.2

 大企業 11.1 6.3 28.6 28.6 5.6 31.3 35.7 42.9

 中堅企業 -31.6 10.5 5.3 42.1 -31.6 5.6 11.1 22.2

 中小企業 -6.0 5.7 7.7 15.1 -14.0 3.8 1.9 25.0

 市外本社企業 -20.0 17.4 26.1 21.7 -5.6 13.6 22.7 36.4

 非 製 造 業 -5.8 -0.5 9.7 12.1 -0.5 14.9 25.4 30.0

 大企業 -2.8 -9.1 24.2 12.1 -5.6 15.2 42.4 28.1

 中堅企業 -4.4 -2.0 4.0 16.3 3.3 11.9 20.2 28.3

 中小企業 -12.2 12.2 14.6 9.8 -12.5 18.9 18.9 27.0

 市外本社企業 -5.3 -2.3 6.8 4.7 8.1 18.2 29.5 38.1

（注）１．Ｂ.Ｓ.Ｉ値とはBusiness Survey Index を略したもので景気の強弱感をあ

らわし，次の算式により求めている。Ｂ.Ｓ.Ｉ値＝（良い％－悪い％） 

平成７年10～12月期は前回調査による実績である。 
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〔売上高，経常利益，設備投資〕 

生産・売上高は，今期（B.S.I.値＝7.0）は前期(同＝▲8.3)から大きく回復し，前回調

査の当期予測(同＝▲6.3)から大きく上方修正するとともに，景況調査始まって以来の

ﾌﾟﾗｽで，モニタリング調査時代の３年10～12月期以来のﾌﾟﾗｽとなった。先行きは４～

６月期(同＝7.4)は若干の改善に留まるが，７～９月期(同＝17.4)には増勢が拡大する予測と

なっている。 

業種・規模別にみると，製造業では，今期（同＝0.9）電機・精密等で大幅な増勢と

なったほか概ね改善に向かっているが,非製造業より回復が遅い。先行きは４～６月期

(同＝10.7)，７～９月期(同＝13.8)と化学・石油等と輸送用機械以外は概ね増勢に転じ，

全体でも回復基調が明確になる予想となっている。規模別では，今期はほとんどがﾏｲﾅ

ｽだが，４～６月期，７～９月期は全業種でﾌﾟﾗｽとなると予測している。非製造業では

運輸・倉庫業，小売業以外が増勢に転じ今期（同＝10.3）は大幅に改善し，先行きは４

～６月期(同＝5.6)は小売業も増勢に転じるものの，建設業等が再びﾏｲﾅｽに転じ若干増

勢が緩むが，７～９月期(同＝19.3)には建設業以外がﾌﾟﾗｽとなり回復が明確になる予想

となっている。規模別には若干ばらつきがあるが，７～９月期は全規模でﾌﾟﾗｽ予測と

なっている。 

増加・減少要因としては継続的に減少要因であった一般的需要が今期は製造業でほ

ぼ均等，非製造業で増加要因となり，来期は両業種で増加要因となっている。また，

季節的需要が今期は増加要因，来期は均等となっている。 
B.S.I.値

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

S

62

年

S

63

年

元

年

H

2

年

H

3

年

H

4

年

H

5

年

H

6

年

H

7

年

H

8

年

前回調査

前々回調査
今回調査

生産・売上高見通しの推移（全産業）

 

期 平成７年10～12月期 平成８年１～３月期 平成８年４～６月期 平成８年７～９月期
項目 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少

業種･規模   不変  不変 不変   不変
 全 産 業 -8.3 30.0 31.7 38.3 7.0 38.8 29.4 31.8 7.4 33.1 41.1 25.8 17.4 33.3 50.8 15.9

 大企業 14.0 42.0 30.0 28.0 -17.0 27.7 27.7 44.7 10.9 39.1 32.6 28.3 17.4 34.8 47.8 17.4

 中堅企業 -9.2 27.5 35.8 36.7 9.1 40.5 28.1 31.4 2.5 32.2 38.0 29.8 25.8 40.0 45.8 14.2

 中小企業 -5.6 34.4 25.6 40.0 6.2 37.1 32.0 30.9 17.5 33.0 51.5 15.5 7.3 24.0 59.4 16.7

 市外本社企業 -31.5 16.7 35.2 48.1 22.6 46.8 29.0 24.2 -1.6 30.6 37.1 32.3 16.9 33.9 49.2 16.9

 製 造 業 -17.1 27.6 27.6 44.8 0.9 34.5 31.9 33.6 10.7 33.9 42.9 23.2 13.8 30.3 53.2 16.5

 大企業 -18.8 25.0 31.3 43.8 -20.0 26.7 26.7 46.7 0.0 35.7 28.6 35.7 14.3 35.7 42.9 21.4

 中堅企業 -5.3 36.8 21.1 42.1 -10.5 36.8 15.8 47.4 5.3 26.3 52.6 21.1 21.1 36.8 47.4 15.8

 中小企業 -16.0 30.0 24.0 46.0 -5.5 27.3 40.0 32.7 18.2 34.5 49.1 16.4 3.7 20.4 63.0 16.7

 市外本社企業 -30.0 15.0 40.0 45.0 37.5 54.2 29.2 16.7 4.2 37.5 29.2 33.3 31.8 45.5 40.9 13.6

 非 製 造 業 -3.5 31.3 33.8 34.8 10.3 41.1 28.0 30.8 5.6 32.7 40.2 27.1 19.3 34.9 49.5 15.6

 大企業 29.4 50.0 29.4 20.6 -15.6 28.1 28.1 43.8 15.6 40.6 34.4 25.0 18.8 34.4 50.0 15.6

 中堅企業 -10.0 25.6 38.9 35.6 12.7 41.2 30.4 28.4 2.0 33.3 35.3 31.4 26.7 40.6 45.5 13.9

 中小企業 7.5 40.0 27.5 32.5 21.4 50.0 21.4 28.6 16.7 31.0 54.8 14.3 11.9 28.6 54.8 16.7

 市外本社企業 -32.4 17.6 32.4 50.0 13.2 42.1 28.9 28.9 -5.3 26.3 42.1 31.6 8.1 27.0 54.1 18.9
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経常利益は,今期(B.S.I.値＝▲5.6)は，生産・売上の回復を背景に前期(同＝▲15.4)から

大幅に改善され，景況調査開始以降 高値で前回調査での当期予測(同＝▲9.1)を上方

修正する結果となった。先行き４～６月期(同＝▲3.1)は生産・売上の伸びの低下から

横ばい予想となっているが，７～９月期(同＝7.9)には増益に転じる予測となっている。 

業種・規模別にみると，製造業では今期(同＝▲7.1)は生産・売上が増加した電機・

精密等が増益となったほか，一般機械，輸送用機械などでも回復がみられ，４～６月

期(同＝3.6)には一般機械がﾌﾟﾗｽに転じる等，輸送用機械以外はほぼ改善し全体で増益

予測，７～９月期(同＝10.9)には輸送用機械でも若干の改善が見込まれている。規模別

には，今期は市外本社企業のみ増益であるが，先行きは概ね増勢を拡大する予想とな

っている。 

非製造業では，今期(同＝▲4.8)は減益ながら，建設業，運輸・倉庫業等をのぞいて

はほぼ増益となり，４～６月期(同＝▲6.7)は建設業の減益拡大から若干低下するもの

の，７～９月期(同＝6.3)には建設業，運輸・倉庫業以外は概ね増益予測で，全体でも

増益に転じる見込となっている。規模別には一進一退であるが７～９月期には全規模

で増益となる予想となっている。 

増減要因としては，製造業，非製造業ともに従来から減益要因となっていた販売数

量が製造業では増益要因に転じているが，販売価格の低下は依然両業種で減益要因と

なっている。その他，金融費用の低下が増益要因となっている。 
B.S.I値
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経常利益見通しの推移（全産業）

 

 期 平成７年10～12月期 平成８年１～３月期 平成８年４～６月期 平成８年７～９月期 

 項目 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少
業種･規模   不変  不変 不変   不変

 全 産 業 -15.4 25.8 32.9 41.3 -5.6 31.2 32.1 36.8 -3.1 26.2 44.5 29.3 7.9 28.3 51.3 20.4

 大企業 -8.0 32.0 28.0 40.0 -19.6 23.9 32.6 43.5 4.4 26.7 51.1 22.2 17.8 33.3 51.1 15.6

 中堅企業 -17.8 23.4 35.5 41.1 -9.2 30.8 29.2 40.0 -11.7 24.2 40.0 35.8 8.3 31.7 45.0 23.3

 中小企業 -8.8 28.6 34.1 37.4 -4.2 31.3 33.3 35.4 4.1 28.9 46.4 24.7 -2.1 21.1 55.8 23.2

 市外本社企業 -30.0 20.0 30.0 50.0 10.2 37.3 35.6 27.1 -3.4 25.4 45.8 28.8 15.5 29.3 56.9 13.8

 製 造 業 -17.3 28.8 25.0 46.2 -7.1 31.9 29.2 38.9 3.6 33.0 37.5 29.5 10.9 30.9 49.1 20.0

 大企業 -25.0 31.3 12.5 56.3 -13.3 33.3 20.0 46.7 -7.1 21.4 50.0 28.6 7.1 28.6 50.0 21.4

 中堅企業 0.0 44.4 11.1 44.4 -21.1 26.3 26.3 47.4 5.3 31.6 42.1 26.3 26.3 42.1 42.1 15.8

 中小企業 -16.0 26.0 32.0 42.0 -9.1 29.1 32.7 38.2 3.6 32.7 38.2 29.1 -5.6 20.4 53.7 25.9

 市外本社企業 -30.0 20.0 30.0 50.0 12.5 41.7 29.2 29.2 8.3 41.7 25.0 33.3 39.1 47.8 43.5 8.7

 非 製 造 業 -14.4 24.2 37.1 38.7 -4.8 30.8 33.7 35.6 -6.7 22.5 48.3 29.2 6.3 26.9 52.4 20.7

 大企業 0.0 32.4 35.3 32.4 -22.6 19.4 38.7 41.9 9.7 29.0 51.6 19.4 22.6 35.5 51.6 12.9

 中堅企業 -21.3 19.1 40.4 40.4 -6.9 31.7 29.7 38.6 -14.9 22.8 39.6 37.6 5.0 29.7 45.5 24.8

 中小企業 0.0 31.7 36.6 31.7 2.4 34.1 34.1 31.7 4.8 23.8 57.1 19.0 2.4 22.0 58.5 19.5

 市外本社企業 -30.0 20.0 30.0 50.0 8.6 34.3 40.0 25.7 -11.4 14.3 60.0 25.7 0.0 17.1 65.7 17.1
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 設備投資の見通しは，今期(設備投資実施・計画率：43.0％)は前期(同＝38.4％)より増加し，

前回調査での当期予測(同＝41.9％)を上方修正させ，４年４～６月期(同＝43.7％)に次ぐ高

水準となった。先行き４～６月期(同＝44.1％)，７～９月期(同＝42.4％)と計画値として

は高い水準を維持し，回復傾向がみられる。 

 業種・規模別でみると，製造業は前期横ばいであったが今期(同54.2％)は前期(同51.

0％)より高く，４年４～６月期(同＝54.4％)以来の高水準で，前期高かった大企業，中

堅企業は低下だが，中小企業，市外本社企業で上昇している。この傾向は先行きの計

画でも変わらない。非製造業でも，前期は低下したが，今期(同36.9％)は前期(同31.

8％)より高く，先行きも増加傾向にある。規模別には中小企業以外の規模での上昇が

みられる。 

投資目的をみると,製造業では「合理化・省力化」(28.4％)が増加し，「維持・補

修」(17.2％)は減少傾向にあり，低迷していた「研究開発」(13.4％)が増加し「受注・需要

増対応」と同率で３位となった。非製造業では「維持・補修」（38.6％）が依然として多く，

次いで「受注・需要増対応」（20.8％）が増加して２位に上がり，「合理化・省力

化」（16.8％）が減少して３位に下がった。 

 

実施・計画率
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設備投資の動向（全産業） 前回調査

 
 期 平成７年10～12月期 平成８年１～３月期 平成８年４～６月期 平成８年７～９月期 

 項目 実 施 実 施 実施企業 実 施 実 施 実施企業 計 画 計 画 計画企業 計 画 計 画 計画企業

業種･規模 企業数 比 率 ＢＳＩ 企業数 比 率 ＢＳＩ 企業数 比 率 ＢＳＩ 企業数 比 率 ＢＳＩ

全産業 113 38.4% 8.9 131 43.0% 18.1 134 44.1% 5.7 128 42.4% 18.3

 大企業 37 75.5% 2.8 33 73.3% 9.7 35 79.5% -16.7 31 70.5% 10.0

 中堅企業 38 36.2% 5.3 43 38.1% 2.3 46 40.4% 21.6 48 42.1% 23.1

 中小企業 17 18.9% 58.8 23 25.8% 54.5 20 22.5% 36.4 20 22.5% 46.2

 市外本社企業 21 42.0% -14.3 32 55.2% 22.6 33 57.9% -3.6 29 52.7% 7.4

製造業 52 51.0% 9.6 58 54.2% 19.0 55 51.9% 15.2 51 49.0% 15.6

 大企業 15 93.8% 6.7 11 73.3% 30.0 11 78.6% -11.1 9 64.3% 12.5

 中堅企業 15 83.3% -13.3 14 73.7% -14.3 15 78.9% 14.3 14 73.7% 0.0

 中小企業 11 22.0% 54.5 18 35.3% 47.4 14 26.9% 33.3 16 31.4% 41.7

 市外本社企業 11 61.1% 0.0 15 68.2% 6.7 15 71.4% 21.4 12 60.0% 8.3

非製造業 61 31.8% 5.0 73 36.9% 23.2 79 39.9% -1.7 77 38.9% 20.3

 大企業 22 66.7% 0.0 22 73.3% 0.0 24 80.0% -19.0 22 73.3% 9.1

 中堅企業 23 26.4% 17.4 29 30.9% 10.3 31 32.6% 26.1 34 35.8% 34.6

 中小企業 6 15.0% 66.7 5 13.2% 100.0 6 16.2% 50.0 4 7.8% 100.0

 市外本社企業 10 31.3% -30.0 17 47.2% 37.5 18 50.0% -28.6 17 48.6% 6.7
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〔在庫,価格,雇用人員,生産･営業用設備水準,資金繰り,労働時間の見通し〕 

完成品在庫判断では,今期（B.S.I.値＝0.4）は前期（同＝3.4）より過大感が薄れほぼ

適正となったが，製造業では依然過大感が残っている。先行きは，４～６月期には製

造業でも過大感が薄れる予測となっている。 

原材料在庫判断は，徐々に過大感が薄れていたが，今期(同＝5.9)は製造業での過大

感が増大したため前期（同＝4.4）から過大感が大きくなったが，４～６月期(同＝3.6)

には再び過大感が薄れる予測となっている。 

完成品・原材料在庫判断 

 項目  完成品在庫   原材料在庫  
 期 平成７年 平成８年 平成８年 平成７年 平成８年 平成８年 

業種･規模 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 

 全 産 業 3.4 0.4 -3.5 4.4 5.9 3.6

 大企業 8.6 9.4 14.3 0.0 4.3 5.0

 中堅企業 7.1 0.0 -7.1 2.1 9.1 5.9

 中小企業 5.9 6.6 1.5 9.8 4.1 1.5

 市外本社企業 -15.6 -17.1 -19.4 0.0 5.6 3.2

 製 造 業 8.1 8.6 3.1 7.2 9.5 5.2

 大企業 11.8 6.7 14.3 0.0 0.0 0.0

 中堅企業 10.5 5.9 0.0 5.3 33.3 22.2

 中小企業 8.5 9.6 2.1 13.0 3.8 2.1

 市外本社企業 0.0 9.5 0.0 0.0 9.5 0.0

 非 製 造 業 -0.9 -6.6 -9.5 0.0 1.2 1.4

 大企業 5.6 11.8 14.3 0.0 11.1 14.3

 中堅企業 5.9 -1.7 -9.4 0.0 -2.7 -3.0

 中小企業 0.0 0.0 0.0 0.0 4.8 0.0

 市外本社企業 -31.3 -45.0 -41.2 0.0 0.0 8.3

 

製品価格水準は,非製造業では３期連続でﾏｲﾅｽ幅の縮小がみられたが，今期（同＝▲2

8.9)は製造業でもﾏｲﾅｽ幅が縮小し，全体でも前期（同＝▲40.1）から大きくﾏｲﾅｽ幅を縮

小させた。来期の予測では縮小の程度は小さくなるが，この縮小傾向は維持される予

測となっている。 

原材料価格水準についてもﾏｲﾅｽ幅が縮小する傾向にあったが，今期（同＝1.0）は前

期(同＝▲3.6）から上昇となった。来期は製造業で低下となっているが，非製造業では

上昇予想となっている。 

製品・原材料価格判断 

 項目  製品価格   原材料価格  
 期 平成７年 平成８年 平成８年 平成７年 平成８年 平成８年 

業種･規模 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 

 全 産 業 -40.1 -28.9 -23.2 -3.6 1.0 1.1

 大企業 -48.7 -25.7 -8.8 7.4 8.0 17.4

 中堅企業 -33.3 -27.6 -25.0 -8.2 3.5 -1.8

 中小企業 -39.6 -29.1 -21.4 -1.7 0.0 2.8

 市外本社企業 -48.1 -33.3 -32.7 -10.3 -4.9 -7.7

 製 造 業 -44.5 -34.5 -32.4 -4.1 1.9 -1.9

 大企業 -60.0 -26.7 -21.4 6.3 6.7 14.3

 中堅企業 -43.5 -31.6 -31.6 -10.5 10.5 0.0

 中小企業 -45.6 -35.2 -30.8 -2.2 3.8 3.9

 市外本社企業 -26.3 -40.9 -45.0 -12.5 -15.0 -31.6

 非 製 造 業 -37.1 -25.0 -17.1 -2.9 0.0 4.6

 大企業 -36.8 -25.0 0.0 9.1 10.0 22.2

 中堅企業 -30.4 -26.6 -23.4 -6.7 0.0 -2.7

 中小企業 -30.8 -18.8 -6.3 0.0 -9.5 0.0

 市外本社企業 -60.6 -27.6 -24.1 -7.7 4.8 15.0
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雇用人員の水準判断については，７年４～６月期に一時的に過大感が膨らんだが，

その後は徐々に薄れ，今期（B.S.I.値＝6.6）も両業種で過大感の低下傾向を維持し，来

期（同＝12.5）は昨年と同様新規学卒者の雇用増によって過大感が強まる予想となって

いる。両業種とも大企業ではまだ過大感が強いが，中小企業の非製造業では不足感も

でてきている。 

生産・営業用設備水準判断については，今期（同＝1.6）はほぼ適正となった。製造

業は中小企業で適正となったが，大企業での過大感が強まり，適正水準にあった非製

造業は中小企業を中心に不足に転じた。来期は両業種ともほぼ横ばいの予測となって

いる。 

雇用人員水準，生産・営業設備判断 

 項目  雇用人員水準  生産・営業設備 
 期 平成７年 平成８年 平成８年 平成７年 平成８年 平成８年 

業種･規模 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 

 全 産 業 11.9 6.6 12.5 4.9 1.6 1.0

 大企業 22.6 33.3 34.0 14.6 17.8 11.6

 中堅企業 11.7 9.0 13.4 4.8 -1.8 -2.7

 中小企業 3.4 -5.2 1.1 4.7 -3.3 1.1

 市外本社企業 15.8 0.0 11.3 -4.0 3.4 0.0

製 造 業 14 3 8 0 13 8 7 7 7 1 5 6
 大企業 27.8 31.3 33.3 17.6 25.0 13.3

 中堅企業 10.5 26.3 15.8 15.8 10.5 10.5

 中小企業 4.1 -1.8 3.8 8.0 1.9 5.9

 市外本社企業 31.6 0.0 22.7 -11.1 4.3 -4.5

 非 製 造 業 10.7 5.9 11.8 3.3 -1.5 -1.6

 大企業 20.0 34.4 34.4 12.9 13.8 10.7

 中堅企業 12.0 5.8 13.0 2.3 -4.3 -5.4

 中小企業 2.5 -9.8 -2.5 0.0 -10.5 -5.3

 市外本社企業 7.9 0.0 5.0 0.0 2.9 3.1

資金繰りについては,２期連続悪化していたが,今期（同＝▲2.8）は前期(同＝▲11.7）

から改善し，来期（同＝▲0.6）はほぼ現状維持となる見通しとなっている。両業種と

も中小企業以外は改善となっており，中小企業の回復の遅れが目立っている。 

労働時間については，今期（同＝3.3）は前期（同＝2.9）から若干増加，来期は製造

業で現状維持，非製造業で減少となっている。 

資金繰り，労働時間判断 

 項目  資金繰り   労働時間  
 期 平成７年 平成８年 平成８年 平成７年 平成８年 平成８年 

業種･規模 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 

 全 産 業 -11.7 -2.8 -0.6 2.9 3.3 -2.1

 大企業 -2.1 6.8 2.3 -1.9 4.1 -16.7

 中堅企業 -10.0 -2.5 4.2 5.5 -0.8 0.8

 中小企業 -23.6 -10.4 -11.5 3.3 5.2 0.0

 市外本社企業 -3.8 1.6 5.1 1.7 7.4 0.0

製 造 業 -7 7 -1 8 0 9 -5 6 6 1 0 0
 大企業 5.9 6.3 13.3 -16.7 31.3 -26.7

 中堅企業 -15.8 5.3 0.0 -10.5 -10.5 10.5

 中小企業 -12.2 -9.1 -7.3 0.0 3.6 1.9

 市外本社企業 0.0 4.3 13.0 -5.0 8.3 4.2

 非 製 造 業 -13.8 -3.4 -1.5 7.3 1.8 -3.2

 大企業 -6.5 7.1 -3.4 5.7 -9.1 -12.1

 中堅企業 -8.8 -4.0 5.0 8.8 1.0 -1.0

 中小企業 -37.5 -12.2 -17.1 7.3 7.1 -2.4

 市外本社企業 -6.1 0.0 0.0 5.1 6.8 -2.3
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 ２．特別調査－機械設備利用上の問題点とインターネットの利用について－  

 

今回は，景況調査対象企業と市内製造業に対し機械設備利用上の問題点を，全企業に

対してインターネットの利用状況に関して調査した。 

 

１．機械設備利用上の問題点について  

                                         
 

1.1. 機械設備を利用する上での問題点：価格面での不満が大きい 

 

機械設備の利用に関して も満足指標度（表注参照）が高いのは「アフターサービス

体制」(4.1)で，次いで「使用方法・技術指導」(0.8)となっている。この２項目に関し

ては同じ様な傾向があり，業種でみると鉄鋼・金属等，輸送用機械では不満が多く，規

模では中堅企業で不満が多くなっている。プラスとなっているのはこの２項目のみで，

その他は不満とする企業の方が多く， も不満な項目としては「機械の価格・リース

料」(-26.2)，「機械の保守・保全料」(-16.0)と価格面が続き，規模別に大企業，市外

本社企業の不満が多い。「製品開発情報の提供」(-12.8)に関しても不満が多くなってい

る。性能面では「高速性」(-1.3)，「精度」(-5.1)，「機械の使いやすさ」(-2.5)の不

満度はそれほど高くはないが，輸送用機械で不満が多くなっている。 

 
 使用方法・技術指導 アフターサービス体制 機械の保守・保全料 製品開発情報の提供 

 回答企業数 満足指数 回答企業数 満足指数 回答企業数 満足指数 回答企業数 満足指数
製造業計 237 0.8 243 4.1 244 -16.0 235 -12.8

食料品等 4 -25 0 5 -20 0 5 -60 0 5 0 0
繊維・衣服等 4 25.0 4 50.0 4 25.0 4 0.0
出版・印刷 1 0.0 1 0.0 2 -50.0 2 50.0
石油・化学等 16 12.5 16 25.0 16 -6.3 15 0.0
鉄鋼・金属等 58 -8.6 59 -6.8 59 -11.9 55 -20.0
一般機械 50 4.0 52 3.8 51 -9.8 49 -8.2
電機・精密等 64 7.8 65 9.2 66 -22.7 64 -10.9
輸送用機械 31 -6.5 32 -3.1 32 -21.9 32 -18.8
その他製造業 9 0.0 9 22.2 9 -11.1 9 -33.3
大企業 15 6.7 15 0.0 15 -40.0 15 -6.7
中堅企業 24 -8.3 24 -8.3 24 -16.7 24 -25.0
中小企業 183 2.2 189 6.3 190 -13.2 181 -11.6
市外本社企業 15 -6.7 15 0.0 15 -26.7 15 -13.3

 

 機械の性能(高速性) 機械の性能(精度) 機械の使いやすさ 機械の価格・リース料 その他 

 回答企業数 満足指数 回答企業数 満足指数 回答企業数 満足指数 回答企業数 満足指数 回答企業数 満足指数

製造業計 234 -1.3 236 -5.1 238 -2.5 233 -26.2 31 -16.1
食料品等 4 -25 0 5 -20 0 5 0 0 4 -50 0 1 0 0
繊維・衣服等 4 25.0 4 0.0 4 0.0 4 -25.0 1 0.0
出版・印刷 2 -50.0 2 0.0 2 0.0 2 0.0 0 -
石油・化学等 15 6.7 15 13.3 15 6.7 15 -13.3 2 50.0
鉄鋼・金属等 56 -5.4 55 -1.8 55 0.0 52 -30.8 8 -37.5
一般機械 50 8.0 51 -7.8 51 -3.9 49 -32.7 7 -28.6
電機・精密等 63 4.8 63 3.2 65 1.5 66 -18.2 8 12.5
輸送用機械 31 -19.4 32 -25.0 32 -15.6 32 -34.4 3 -33.3
その他製造業 9 -11.1 9 -22.2 9 -11.1 9 -11.1 1 -100.0
大企業 15 -20.0 15 -13.3 15 -20.0 15 -66.7 4 -25.0
中堅企業 23 4.3 24 -16.7 24 -12.5 24 -20.8 3 0.0
中小企業 181 -1.7 182 -4.4 184 0.0 179 -23.5 23 -17.4
市外本社企業 15 13.3 15 13.3 15 0.0 15 -26.7 1 0.0

（表注）満足指数は「満足している」構成比－「満足していない」構成比 
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1.2. 機械設備の強化観点：設備の強化観点も「低価格面」が主で，次いで「使い や

すさ」，「高精度化品質の向上」 

 

機械設備の強化の観点としては「低価格性」(73.2)が も多く，1.1の価格への不満を

裏付けるものとなっている。業種でみると，一般機械が若干低くなっており，規模別に

は大企業，市外本社企業で高い。次いで，強化観点となっているのは「使いやすさ」(72.

1)で業種，規模別にそれほど差異はみられない。第３位は「高精度化品質の向上」(69.

7)で鉄鋼・金属等でやや低くなっている。第４位は「省力化・人手不足対応」(67.3)で

この項目も一般機械が若干低く，中堅企業で高くなっている。第５位の「多品種少量フ

レキシブル生産対応」(54.3)までは比較的高く，鉄鋼金属，一般機械が低く，電機・精

密等，輸送用機械が高く，中小企業で低いという特徴がみられる。以下，「既存の生産

ラインとの適合性」(31.3)，「多機能性の追求」(20.7)，「汎用性の追求」(20.1)，

「高速化量産性」(19.0)となっている。 

 
 省力化人手不足対応 高速化量産性 高精度化品質の向上 多機能性の追求 汎用性の追求 

 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数

製造業計 245 67.3 231 19.0 238 69.7 232 20.7 229 20.1
食料品等 5 60 0 4 50 0 4 100 0 4 0 0 4 25 0
繊維・衣服等 4 75.0 4 -25.0 4 75.0 4 0.0 4 25.0
出版・印刷 2 50.0 2 0.0 2 0.0 2 -50.0 2 0.0
石油・化学等 15 73.3 13 15.4 13 76.9 12 41.7 12 25.0
鉄鋼・金属等 61 68.9 58 19.0 58 62.1 58 0.0 57 7.0
一般機械 51 54.9 48 18.8 50 72.0 48 33.3 47 31.9
電機・精密等 66 68.2 63 20.6 66 75.8 64 23.4 63 15.9
輸送用機械 31 74.2 29 13.8 31 77.4 30 36.7 30 30.0
その他製造業 10 90.0 10 40.0 10 30.0 10 20.0 10 30.0
大企業 15 60.0 15 26.7 15 86.7 15 6.7 15 20.0
中堅企業 23 82.6 21 19.0 23 69.6 23 39.1 22 36.4
中小企業 192 65.6 181 17.7 186 68.8 180 18.9 178 18.0
市外本社企業 15 73.3 14 28.6 14 64.3 14 28.6 14 21.4

 

 使いやすさ 低価格性 多品種少量ﾌﾚｷｼﾌ゙ ﾙ生産対応 既存の生産ラインとの適合性 その他 

 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数 回答企業数 重視指数

製造業計 233 72.1 235 73.2 232 54.3 227 31.3 21 28.6
食料品等 4 75 0 5 40 0 4 50 0 4 50 0 0 －
繊維・衣服等 4 100.0 4 100.0 4 25.0 4 25.0 0 －
出版・印刷 2 100.0 2 100.0 2 50.0 2 0.0 0 －
石油・化学等 13 69.2 13 61.5 12 58.3 12 41.7 1 0.0
鉄鋼・金属等 59 69.5 59 72.9 58 46.6 58 46.6 5 40.0
一般機械 48 75.0 48 66.7 48 47.9 45 15.6 5 60.0
電機・精密等 63 68.3 65 73.8 64 64.1 63 30.2 7 0.0
輸送用機械 30 73.3 30 83.3 30 60.0 29 17.2 3 33.3
その他製造業 10 80.0 9 88.9 10 60.0 10 50.0 0 －
大企業 15 80.0 15 80.0 15 66.7 15 46.7 2 50.0
中堅企業 22 72.7 22 68.2 22 77.3 22 31.8 2 0.0
中小企業 181 71.3 183 72.1 181 50.3 176 29.5 16 31.3
市外本社企業 15 73.3 15 86.7 14 57.1 14 35.7 1 0.0

（表注）重視指数は「重視している」構成比－「重視していない」構成比 
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1.3. 技術的課題：研究開発面，熟練工・技能工の人材面が課題に 

 

技術的な課題としては研究開発面を指摘する企業が多く，「研究開発に従事する人材

面」(44.3)，「研究開発資金面」(38.8)，「研究開発のための設備面」(35.0)全てが高

くなっている。しかし，項目別に業種別，規模別特性が出ており，人材面は全般的に課

題となっているが，資金面は一般機械で高く，規模別には中小企業で高くなっている。

設備面も中小企業で課題となっている。「熟練工・技能工の人材面」(38.9)も課題と指

摘されており，鉄鋼金属，輸送用機械で多くなっている。中小企業で課題となっている

が，市外本社企業でも高く規模別特性は少ないと思われる。「生産管理面」(27.8)，

「技術情報面」(17.3)，「加工技術面」(10.6)も中堅，中小企業では課題となっている。 

 
 熟練工技能工の人材面 加工技術面 生産管理面 組立技術面 仕上げ加工技術面

 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数

製造業計 239 38.9 235 10.6 234 27.8 222 -2.7 227 0.9
食料品等 4 -25 0 4 0 0 4 0 0 2 -100 0 2 -100 0
繊維・衣服等 4 0.0 4 0.0 4 50.0 4 25.0 4 0.0
出版・印刷 2 50.0 2 0.0 2 50.0 2 0.0 2 0.0
石油・化学等 12 8.3 13 0.0 12 -8.3 11 -27.3 12 -25.0
鉄鋼・金属等 59 52.5 58 12.1 54 33.3 51 -3.9 55 12.7
一般機械 52 36.5 52 5.8 51 27.5 50 -2.0 49 -2.0
電機・精密等 65 30.8 64 7.8 67 25.4 62 1.6 64 -4.7
輸送用機械 31 51.6 28 28.6 30 30.0 30 0.0 29 13.8
その他製造業 10 60.0 10 20.0 10 50.0 10 0.0 10 0.0
大企業 15 20.0 15 -6.7 15 -6.7 14 7.1 14 -14.3
中堅企業 23 30.4 23 13.0 22 13.6 22 0.0 22 4.5
中小企業 187 41.2 183 12.6 183 33.9 173 -4.6 178 1.1
市外本社企業 14 42.9 14 0.0 14 7.1 13 7.7 13 7.7

 
 研究開発に従事す

る人材面 
研究開発資金面 研究開発のため

の設備面 

技術情報面 共同開発等の 

連携先 

その他 

 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数 回答企業数 課題指数

製造業計 228 44.3 224 38.8 223 35.0 225 17.3 223 4.0 17 11.8
食料品等 4 0 0 3 0 0 3 0 0 3 0 0 3 -33 3 0 －
繊維・衣服等 4 75.0 4 50.0 4 50.0 4 25.0 4 25.0 1 0.0
出版・印刷 2 50.0 2 -50.0 2 0.0 2 -50.0 2 0.0 0 －
石油・化学等 12 50.0 11 27.3 11 18.2 11 9.1 12 16.7 2 -50.0
鉄鋼・金属等 55 41.8 56 39.3 56 37.5 55 29.1 56 1.8 6 33.3
一般機械 49 46.9 47 53.2 47 38.3 48 4.2 47 2.1 3 0.0
電機・精密等 64 43.8 64 32.8 63 33.3 64 15.6 62 0.0 4 25.0
輸送用機械 28 39.3 27 37.0 27 40.7 28 32.1 27 18.5 1 0.0
その他製造業 10 60.0 10 50.0 10 30.0 10 10.0 10 0.0 0 －
大企業 15 33.3 15 26.7 15 13.3 15 6.7 15 0.0 1 0.0
中堅企業 24 54.2 23 0.0 23 8.7 23 21.7 22 -4.5 2 -50.0
中小企業 175 45.1 173 46.2 172 43.6 174 19.5 173 6.9 13 23.1
市外本社企業 14 28.6 13 23.1 13 -7.7 13 -7.7 13 -15.4 1 0.0

（表注）課題指数は「問題ある」構成比－「問題ない」構成比 
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1.4. 強化する技術：製品の差別化，先端技術の取り入れ等広範であるが業種別での差

異が大きい 

 

将来へ向けての技術強化としては「製品の差別化・専門性を強める」が54.8％と も

多く，次いで「先端技術を取り入れる」(42.4％)，「在来技術の組み合わせを重視す

る」(41.2％)，「自動化技術を高める」(40.8％)，「機械加工技術を高める」(36.4％)

となっている。技術強化面では業種別にかなり異なっており，鉄鋼・金属等は「機械加

工技術を高める」(48.3％)，「在来技術の組み合わせを重視する」(46.7％)，「自動化

技術を高める」(41.7％)の順となり，「製品の差別化・専門性を強める」，「先端技術

を取り入れる」は他業種より低くなっている。一般機械は「製品の差別化・専門性を強

める」(57.7％)，「先端技術を取り入れる」(48.1％)，「在来技術の組み合わせを重視

する」(48.1％)，「機械加工技術を高める」(46.2％)と平均的であり，電機・精密等は

「製品の差別化・専門性を強める」(61.1％)，「先端技術を取り入れる」(56.9％)，

「在来技術の組み合わせを重視する」(41.7％)に集中している。輸送用機械では「製品

の差別化・専門性を強める」(54.5％)，「機械加工技術を高める」(51.5％)，「自動化

技術を高める」(48.5％)，「在来技術の組み合わせを重視する」(39.4％)に分かれてい

るが「先端技術を取り入れる」(30.3％)が比較的少なくなっている。 

規模別にみると，「製品の差別化・専門性を強める」は大企業，市外本社企業で非常

に高くなっているほか，「機械加工技術を高める」が中堅・中小企業で高くなっている

のが特徴的である。 

 

 回答 

企業数 

製品の量

産技術を

高める 

製品の差別

化・専門性

を強める 

先端技術

を取り入

れる 

在来技術の組

み合わせを重

視する 

機械加工

技術を高

める 

計測技術

を高める 

自動化技術を

高める 

その他

製造業計 250 28.4 54.8 42.4 41.2 36.4 18.0 40.8 4.8

食料品等 5 40.0 80.0 0.0 20.0 20.0 0.0 40.0 0.0

繊維・衣服等 4 50.0 75.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

出版・印刷 2 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0

石油・化学等 12 33.3 75.0 58.3 8.3 16.7 16.7 66.7 0.0

鉄鋼・金属等 60 31.7 38.3 28.3 46.7 48.3 13.3 41.7 5.0

一般機械 52 13.5 57.7 48.1 48.1 46.2 19.2 40.4 5.8

電機・精密等 72 26.4 61.1 56.9 41.7 19.4 25.0 29.2 5.6

輸送用機械 33 39.4 54.5 30.3 39.4 51.5 21.2 48.5 3.0

その他製造業 10 40.0 50.0 30.0 40.0 40.0 0.0 60.0 10.0

大企業 15 26.7 80.0 46.7 40.0 20.0 20.0 53.3 0.0

中堅企業 24 25.0 66.7 58.3 41.7 41.7 33.3 62.5 0.0

中小企業 197 28.9 48.7 39.6 41.6 38.6 15.7 38.1 5.6

市外本社企業 14 28.6 92.9 50.0 35.7 14.3 21.4 28.6 7.1
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1.5. 強化する部署：設計技術者，研究開発担当者，営業担当者，設計技術者の順だが，

中小企業では機械加工技術者を強化 

 

強化する部署としては，「設計技術者」(45.5％)が も多いが，「研究開発担当」(44.

7％)，「営業担当者」(44.3％)，「機械加工技術者」(42.4％)に分かれており，「コン

ピュータ・プログラマー」（19.2％）が低くなっている。業種別にみると，石油・化学

等では「営業担当者」(80.0％)，「研究開発担当者」(46.7％)が多く，機械加工型では

多い「機械加工技術者」(26.7％)，「設計技術者」(20.0％)が少なくなっている。鉄

鋼・金属等では「機械加工技術者」(65.6％)は多いが，「設計技術者」(32.8％)，「研

究開発担当者」(37.7％)はやや少なくなっている。一般機械では「機械加工技術者」(52.

9％)，「設計技術者」(52.9％)とも多くなっているが，電機・精密等では「機械加工技

術者」(23.6％)が少なく，「設計技術者」(65.3％)，「研究開発担当者」(51.4％)に加

えて「コンピュータ・プログラマー」（27.8％)が多くなっている。輸送用機械では「機

械加工技術者」(47.1％)が若干多いが平均的な形になっている。規模別には中小企業で

「機械加工技術者」(46.8％)が他の規模と比較するとかなり多く，「研究開発担当者」

(39.3％)がかなり少なく，「設計技術者」(42.8％)が若干低めという特徴がみられる。 

 

 回答 

企業数 

機械加工

技術者 

設計 

技術者

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ

機械の保守・

保全要員 
各種サー

ビス要員

研究開発

担当者 

営業 

担当者 
その他

製造業計 255 42.4 45.5 19.2 14.9 4.7 44.7 44.3 5.9

食料品等 4 25.0 0.0 0.0 25.0 0.0 75.0 75.0 0.0

繊維・衣服等 6 0.0 16.7 33.3 16.7 0.0 50.0 83.3 0.0

出版・印刷 2 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 100.0 0.0

石油・化学等 15 26.7 20.0 13.3 6.7 0.0 46.7 80.0 6.7

鉄鋼・金属等 61 65.6 32.8 13.1 16.4 0.0 37.7 42.6 8.2

一般機械 51 52.9 52.9 15.7 9.8 11.8 41.2 47.1 5.9

電機・精密等 72 23.6 65.3 27.8 11.1 4.2 51.4 30.6 4.2

輸送用機械 34 47.1 41.2 20.6 23.5 8.8 41.2 41.2 5.9

その他製造業 10 30.0 40.0 20.0 30.0 0.0 50.0 50.0 10.0

大企業 15 20.0 46.7 20.0 20.0 20.0 73.3 20.0 6.7

中堅企業 25 28.0 56.0 28.0 20.0 8.0 64.0 60.0 0.0

中小企業 201 46.8 42.8 18.4 14.9 3.5 39.3 44.3 6.5

市外本社企業 14 28.6 64.3 14.3 0.0 0.0 57.1 42.9 7.1
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1.6. 公的機関の利用実態：５割以上が利用しているが中小企業では利用率が低い 

 

公的機関を利用したことがない企業の割合は48.2％で，業種別には鉄鋼・金属(53.

3％)，輸送用機械(51.5％)で利用したことがない企業の割合が若干高くなっている。規

模別には市外本社企業(64.3％)で非利用率が高いが，中小企業(49.2％)が中堅企業(40.

0％)や大企業(33.3％)より非利用率が高くなっている。 

利用の形態としては，「計測・分析・測定」(39.4％)が も多く，次いで「技術指

導」(21.5％)，「研修・人材養成」(14.7％)となっている。「技術指導」は業種間，規

模間の差異は少ないが，「計測・分析・測定」は石油・化学等(57.1％)，電機・精密等

(44.4％)，輸送用機械(42.4％)で高く，大企業(46.7％)，中堅企業(56.0％)が中小企業

(37.1％)より高くなっている。「研修・人材養成」では石油・化学等(28.6％)，輸送用

機械(24.2％)が高く，鉄鋼・金属等(6.7％)で極端に低くなっており，この項目でも中小

企業(12.2％)が大企業(26.7％)，中堅企業(24.0％)より低くなっている。 

利用している機関としては「神奈川県産業技術総合研究所」（神奈川県工業試験場含

む）が61件と も多く，次いで「横浜市工業技術支援センター」(14件)，「神奈川県工

業技術研修センター」(４件)，「横浜市中小企業指導センター」(３件)と続いている。 

 

 回答 

企業数

利用したこ

とはない 

技術指導 計測・分

析・測定

研修・人

材養成

共同研究 その他 

製造業計 251 48.2 21.5 39.4 14.7 3.2 1.6 

食料品等 4 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

繊維・衣服等 6 50.0 33.3 50.0 0.0 0.0 0.0 

出版・印刷 2 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 

石油・化学等 14 35.7 21.4 57.1 28.6 0.0 0.0 

鉄鋼・金属等 60 53.3 23.3 35.0 6.7 3.3 0.0 

一般機械 50 46.0 24.0 34.0 18.0 4.0 2.0 

電機・精密等 72 41.7 20.8 44.4 13.9 4.2 4.2 

輸送用機械 33 51.5 21.2 42.4 24.2 0.0 0.0 

その他製造業 10 60.0 10.0 30.0 20.0 10.0 0.0 

大企業 15 33.3 20.0 46.7 26.7 20.0 6.7 

中堅企業 25 40.0 20.0 56.0 24.0 8.0 4.0 

中小企業 197 49.2 21.8 37.1 12.2 1.0 1.0 

市外本社企業 14 64.3 21.4 35.7 21.4 7.1 0.0 
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1.7. 技術開発・人材育成で公的機関へ期待すること(1) 

：機械設備の展示・開放利用，研修・講習が５割以上と主に 

 

技術開発・人材育成で公的機関に期待することとしては「機械設備の展示又は開放利

用」が67.4％と も多く，次いで「研修・講習」(66.1％)が多く，そのほか「企業間交

流等」(36.5％)，「 新機械設備に関する情報提供」(29.1％)，「受発注情報の提供」

(23.9％)が２割を越えている。「機械設備の展示又は開放利用」は輸送用機械(58.6％)

で若干低いが鉄鋼・金属(72.7％)，一般機械(77.6％)，電機・精密等(71.0％)といった

機械系では高く，規模別には中堅・中小企業で高くなっている。「研修・講習」は各業

種で高く，規模別には同様に中堅・中小企業で高くなっている。「企業間交流等」では

輸送用機械で低く，市外本社企業，中小企業で高い特徴がみられる。 

 

 回 

答 

企 

業 

数 

ま 機

た 械

は 設

開 備

放 の

利 展

用 示

研 

修 

・ 

講 

習 

た 外 

め 国 

の 人 

技 労 

術 働 

研 者 

修 の 

企 

業 

間 

交 

流 

等 

製 

品 

の 

共 

同 

開 

発 

基 

礎 

研 

究 

受 

発 

注 

情 

報 

の 

提 

供 

関 最

す 新

る 機

情 械

報 設

提 備

供 に

に 企
関 業
す 概
る 要
Ｄ 又
Ｂ は
の 技
提 術
供  

等 経 
に 営 
関 ・ 
す エ 
る ン 
相 ジ 
談 ニ 
・ ア 
指 リ 
導 ン 
 グ 

の 専 

閲 門 

覧 資 

・ 料 

貸 ・ 

出 ビ 

 デ

 オ 

貴 

社 

製 

品 

の 

展 

示 

そ

の

他

製造業計 230 67.4 66.1 3.5 36.5 15.2 10.4 23.9 29.1 14.8 16.1 16.1 6.1 2.2

食料品等 4 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 25.0 50.0 50.0 25.0 25.0 50.0 0.0 0.0

繊維・衣服等 5 20.0 60.0 0.0 80.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 40.0 0.0

出版・印刷 2 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

石油・化学等 15 46.7 53.3 6.7 46.7 20.0 6.7 26.7 26.7 20.0 20.0 20.0 0.0 6.7

鉄鋼・金属等 55 72.7 67.3 7.3 40.0 16.4 9.1 27.3 38.2 7.3 10.9 14.5 5.5 0.0

一般機械 49 77.6 77.6 2.0 34.7 14.3 6.1 20.4 36.7 18.4 22.4 16.3 8.2 4.1

電機・精密等 62 71.0 61.3 1.6 35.5 14.5 14.5 21.0 17.7 17.7 11.3 19.4 1.6 0.0

輸送用機械 29 58.6 69.0 0.0 27.6 13.8 10.3 31.0 27.6 13.8 13.8 13.8 6.9 3.4

その他製造業 9 66.7 55.6 11.1 22.2 0.0 22.2 11.1 33.3 22.2 33.3 0.0 22.2 11.1

大企業 15 53.3 60.0 6.7 26.7 13.3 40.0 6.7 40.0 53.3 6.7 26.7 6.7 0.0

中堅企業 24 66.7 66.7 0.0 29.2 16.7 25.0 12.5 25.0 16.7 16.7 29.2 8.3 0.0

中小企業 177 69.5 67.2 4.0 35.6 15.3 5.1 27.1 28.8 9.0 15.3 13.6 5.6 2.3

市外本社企業 14 57.1 57.1 0.0 71.4 14.3 21.4 21.4 28.6 42.9 35.7 14.3 7.1 7.1
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1.8. 技術開発・人材育成で公的機関へ期待すること(2) 

 

機械設備の展示開放利用では「計測機械」が47.1％（期待する企業の中での構成比）

で も多く，次いで「工作機械」(38.7％)，「ＦＡ制御機械」(26.5％)，「産業用ロボ

ット」(25.8％)となっている。「計測機械」では電機・精密等，輸送用機械が６割弱と

高く，中小企業では若干低いものの全体的に高く，「工作機械」は電機・精密で低く中

小企業で高いという特徴がみられる。「ＦＡ制御機械」は業種・規模問わず同程度であ

り，産業用ロボットは輸送用機械で高い特徴がある。 

研修・講習では「自動化に関する技術指導」が47.3％と も多く，次いで「機械加工

に関する技術指導」(41.3％)，「ＣＡＤに関する技術指導」(36.0％)とやや分散された

結果となった。特徴としては電機・精密等が「ＣＡＤに関する技術指導」が高く，「自

動化に関する技術指導」，「機械加工に関する技術指導」が低いということで，鉄鋼・

金属等，一般機械，輸送用機械は似た傾向を持っている。 

企業間交流等では「異業種間交流」が53.1％，「大学・公的機関との交流」(42.0％)，

「同業種間交流」(29.6％)の順となっている。サンプル数が少ないものの電機・精密等

で「大学・公的機関との交流」が高いのが特徴といえる。 

 

 機械設備の展示開放利用 研修・講習 企業間交流等 

 回 

答 

企 

業 

数 

工 

作 

機 

械 

計 

測 

機 

械 

Ｆ 
Ａ 
制 
御 
機 
械 

産 
業 
用 
ロ 
ボ 
ッ 
ト 

そ

の

他

回

答

企

業

数

す 機
る 械
技 加
術 工
指 に
導 関

る 自
技 動
術 化
指 に
導 関
 す

る Ｃ
技 Ａ
術 Ｄ
指 に
導 関
 す

そ 

の 

他 

回 

答 

企 

業 

数 

同 
業 
種 
間 
交 
流 

異 
業 
種 
間 
交 
流 

機 大
関 学
と ・
の 公
交 的
流 

製造業計 155 38.7 47.1 26.5 25.8 3.2 150 41.3 47.3 36.0 5.3 81 29.6 53.1 42.0

食料品等 2 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 2 0.0 50.0 50.0 0.0 1 0.0 100.0 0.0

繊維・衣服等 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 3 0.0 33.3 66.7 0.0 3 0.0 100.0 0.0

出版・印刷 0 － － － － － 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0 － － －

石油・化学等 7 42.9 28.6 14.3 28.6 14.3 8 0.0 87.5 0.0 12.5 7 28.6 71.4 57.1

鉄鋼・金属等 40 47.5 45.0 20.0 20.0 2.5 35 51.4 48.6 22.9 8.6 22 45.5 40.9 31.8

一般機械 38 52.6 42.1 34.2 21.1 2.6 38 44.7 50.0 36.8 0.0 17 29.4 52.9 41.2

電機・精密等 44 22.7 59.1 25.0 22.7 2.3 38 34.2 28.9 52.6 5.3 21 23.8 47.6 61.9

輸送用機械 17 41.2 58.8 23.5 41.2 0.0 20 55.0 50.0 40.0 5.0 8 25.0 75.0 12.5

その他製造業 6 16.7 16.7 33.3 33.3 16.7 5 60.0 80.0 20.0 20.0 2 0.0 0.0 100.0

大企業 8 12.5 50.0 37.5 50.0 0.0 9 33.3 55.6 33.3 11.1 3 33.3 66.7 33.3

中堅企業 16 18.8 62.5 25.0 6.3 0.0 16 37.5 50.0 50.0 6.3 7 0.0 71.4 57.1

中小企業 123 44.7 46.3 25.2 26.0 3.3 117 41.9 46.2 33.3 4.3 61 32.8 47.5 41.0

市外本社企業 8 12.5 25.0 37.5 37.5 12.5 8 50.0 50.0 50.0 12.5 10 30.0 70.0 40.0
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２．インターネット利用について  

 

                                         

 

2.1. コンピュータの利用状況：非製造業で所有率が高く，利用形態も高度化 

 

コンピュータの所有状況に関しては回答事業所の84.9％が所有しており，その平均台

数は65.7台となっている。業種別にみると，製造業(79.4％)では石油・化学等(75.0％)，

鉄鋼・金属等(67.8％)，一般機械(73.5％)の所有率が低く，全体としても所有率が低く

所有台数も少ない。非製造業(92.7％)は全業種で80％を越え，所有台数も116台と多くな

っている。規模別には中小企業の所有率が76.4％と顕著に低くなっている。 

コンピュータの使用形態は，「単体として使用」が73.8％(複数回答)で，「社内ＬＡ

Ｎを構築して使用」が40.3％となっており，インターネット利用としては，「単体でイ

ンターネットへ接続」が9.9％，「社内ＬＡＮを構築してインターネットへ接続」が5.

8％となっている。業種別には，製造業では「単体で利用」が77.4％と非製造業より高く，

「社内ＬＡＮを構築して使用」(35.7％)，「社内ＬＡＮを構築してインターネットへ接

続」(4.0％)が低く，所有も低く単体利用が主であることが分かる。中では，電機・精密

等，輸送用機械ではＬＡＮを構築している割合が高くなっている。非製造業では「単体

で利用」が69.3％と低く，「社内ＬＡＮを構築して使用」(46.7％)，「社内ＬＡＮを構

築してインターネットへ接続」(8.0％)が比較的高く，所有が高く利用形態も高度である

ことが分かる。中では情報サービス産業より運輸・倉庫業，卸売業，小売業のＬＡＮの

構築率が高くなっているのが特徴的である。規模別には中堅・中小企業で単体利用の高

さが目立っている。 

 

 コンピュータの所有状況 コンピュータの使用形態 

 回答 

企業数 

はい  

平均台数 

いいえ 回答 

企業数

単体 単体をｲﾝ

ﾀｰﾈｯﾄへ

LAN LANをｲﾝﾀ

ｰﾈｯﾄへ

その他

全産業 430 84.9 65.7 15.1 362 73.8 9.9 40.3 5.8 4.7
製造業計 253 79 4 31 0 20 6 199 77 4 8 0 35 7 4 0 3 0
非製造業計 177 92.7 116.0 7.3 163 69.3 12.3 46.0 8.0 6.7
建設業 30 86.7 196.0 13.3 26 73.1 11.5 50.0 7.7 7.7
食料品等 4 100.0 32.0 0.0 4 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0
繊維・衣服等 6 83.3 4.6 16.7 5 80.0 20.0 40.0 0.0 0.0
出版・印刷 2 100.0 1.5 0.0 2 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0
石油・化学等 16 75.0 44.0 25.0 12 75.0 16.7 33.3 8.3 0.0
鉄鋼・金属等 59 67.8 4.6 32.2 39 79.5 2.6 28.2 0.0 5.1
一般機械 49 73.5 12.4 26.5 36 88.9 0.0 19.4 0.0 2.8
電機・精密等 75 85.3 69.2 14.7 63 77.8 17.5 39.7 9.5 1.6
輸送用機械 32 90.6 16.0 9.4 29 79.3 0.0 44.8 0.0 3.4
その他製造業 10 90.0 9.6 10.0 9 33.3 11.1 66.7 11.1 11.1
運輸・倉庫業 21 85.7 135.6 14.3 18 66.7 16.7 55.6 0.0 11.1
卸売業 30 96.7 61.7 3.3 29 62.1 6.9 48.3 6.9 6.9
小売業 17 82.4 49.8 17.6 14 57.1 14.3 71.4 0.0 7.1
飲食業 5 80.0 4.5 20.0 4 100.0 0.0 25.0 0.0 0.0
金融・保険業 6 100.0 169.5 0.0 6 66.7 0.0 16.7 0.0 16.7
不動産業 7 100.0 8.0 0.0 7 85.7 0.0 14.3 0.0 14.3
情報ｻｰﾋﾞｽ業 22 100.0 215.5 0.0 22 59.1 22.7 40.9 22.7 9.1
その他 39 97.4 53.7 2.6 37 78.4 13.5 43.2 10.8 0.0
大企業 42 95.2 326.8 4.8 40 57.5 17.5 52.5 7.5 12.5
中堅企業 107 96.3 46.7 3.7 103 69.9 14.6 49.5 3.9 5.8
中小企業 229 76.4 7.8 23.6 173 83.8 5.2 24.9 2.3 2.9
市外本社企業 52 90.4 144.2 9.6 46 58.7 10.9 67.4 21.7 2.2
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2.2. インターネットの利用状況：利用，検討とも非製造業で高い 

 

インターネットの利用状況としては，「利用している」企業は17.5％，「具体的に計

画中」が5.5％，「検討中」が37.6％で「検討もしていない」が40.0％で６割の企業が何

らかの対応をとっている。業種別にみると，製造業は「検討もしていない」が48.1％と

高く，「利用している」も11.5％と低く，利用，検討ともに非製造業より低くなってい

る。中では，石油・化学等，電機・精密等で利用，検討が高くなっている。非製造業は

「利用している」が25.7％と高く，「具体的に計画中」(6.9％)や「検討中」(39.4％)も

高くなっている。中では，情報サービス業は業種特性から利用，検討中が高いが，建設

業，卸売業，小売業の利用，検討率が高くなっている。規模別には中小企業での利用率

が低く，検討中は多いものの検討してもいないという企業が半数を超える。 

インターネットの利用形態は，「特定の人に限って」が39.0％で，次いで「一部の事

業所・部門」が38.1％で「全社的に利用」は14.8％となっている。業種別には，製造業

では非製造業と比較すると，「特定の人に限って」，「一部の事業所・部門」が多く，

「全社的に利用」が少なくなっている。中では，建設業，鉄鋼・金属等，電機・精密等，

卸売業で全社的利用の高さが特徴的である。規模別には，利用率が低い中小企業で利用

している事業所では全社的利用や一部の事業所・部門での利用が多くなっている。 

 

 インターネットの利用状況 インターネットの利用形態 

 回答 

企業数 

利用して

いる 

具体的に

計画中 

検討中 なし 回答 

企業数

全社的 一部 特定の人 その他

全産業 418 17.5 5.5 37.6 40.0 210 14.8 38.1 39.0 10.5
製造業計 243 11 5 4 5 36 2 48 1 98 13 3 42 9 41 8 6 1
非製造業計 175 25.7 6.9 39.4 28.6 112 16.1 33.9 36.6 14.3
建設業 29 20.7 10.3 37.9 31.0 19 15.8 15.8 47.4 21.1
食料品等 4 0.0 0.0 25.0 75.0 1 0.0 100.0 0.0 0.0
繊維・衣服等 5 40.0 20.0 20.0 20.0 4 0.0 50.0 50.0 0.0
出版・印刷 2 0.0 0.0 50.0 50.0 1 0.0 100.0 0.0 0.0
石油・化学等 15 26.7 0.0 40.0 33.3 8 12.5 50.0 25.0 12.5
鉄鋼・金属等 54 1.9 5.6 33.3 59.3 15 20.0 26.7 46.7 13.3
一般機械 49 6.1 0.0 46.9 46.9 18 11.1 33.3 44.4 16.7
電機・精密等 74 20.3 8.1 36.5 35.1 39 17.9 51.3 35.9 0.0
輸送用機械 30 6.7 0.0 30.0 63.3 9 0.0 33.3 66.7 0.0
その他製造業 10 10.0 10.0 20.0 70.0 3 0.0 33.3 66.7 0.0
運輸・倉庫業 21 19.0 0.0 33.3 47.6 9 11.1 44.4 11.1 22.2
卸売業 29 17.2 3.4 55.2 24.1 19 31.6 15.8 42.1 10.5
小売業 16 31.3 12.5 37.5 25.0 9 0.0 55.6 33.3 11.1
飲食業 6 16.7 16.7 33.3 33.3 4 0.0 50.0 50.0 0.0
金融・保険業 6 0.0 16.7 33.3 50.0 2 0.0 100.0 0.0 0.0
不動産業 7 14.3 0.0 42.9 42.9 4 25.0 75.0 0.0 0.0
情報ｻｰﾋﾞｽ業 22 50.0 4.5 31.8 13.6 18 11.1 33.3 50.0 11.1
その他 39 30.8 7.7 38.5 23.1 28 17.9 35.7 32.1 17.9
大企業 42 38.1 9.5 33.3 21.4 31 12.9 51.6 19.4 16.1
中堅企業 108 21.3 5.6 38.0 35.2 62 9.7 27.4 53.2 12.9
中小企業 218 6.9 3.2 38.1 51.8 80 15.0 41.3 35.0 11.3
市外本社企業 50 38.0 12.0 38.0 14.0 37 24.3 37.8 40.5 2.7
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2.3. インターネットの活用法：「とりあえず利用して様子を見ている」が主 

 

インターネットの活用法としては，「とりあえず利用して様子を見ている」企業が47.

0％(複数回答)と半数近くで，「自社（商品）の情報提供やＰＲの媒体として利用」(25.

7％)，「外部ＤＢにアクセスし業務に活用」(24.3％)，と「取引先の打ち合わせ等メー

ルに活用」(23.8％)はほぼ同程度で，「社員個々に任せる」は13.9％とやや少なくなっ

ている。業種別にみると，格差は大きくないが非製造業でやや「とりあえず利用して様

子を見ている」が多くなっている，製造業では「取引先の打ち合わせ等メールに活用」

が，非製造業では「自社（商品）の情報提供やＰＲの媒体として利用」がやや多くなっ

ている。規模別には中堅，中小企業では大企業や市外本社企業と比較して「とりあえず

利用して様子を見ている」がやや多く特定の利用目的はやや少なくなっている。 

 

 回答企業

数 

様子見 メール 外部DB 社員個々 ＰＲ媒体 その他 

全産業 200 47.0 23.8 24.3 13.9 25.7 10.4
製造業計 95 43 2 26 3 23 2 14 7 23 2 10 5
非製造業計 105 50.5 21.5 25.2 13.1 28.0 10.3 
建設業 17 47.1 23.5 17.6 17.6 11.8 23.5 
食料品等 1 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 
繊維・衣服等 4 50.0 25.0 25.0 0.0 25.0 0.0 
出版・印刷 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
石油・化学等 8 25.0 12.5 37.5 25.0 25.0 0.0 
鉄鋼・金属等 15 46.7 26.7 6.7 20.0 6.7 13.3 
一般機械 16 43.8 12.5 31.3 6.3 18.8 6.3 
電機・精密等 38 39.5 36.8 26.3 13.2 36.8 18.4 
輸送用機械 9 55.6 22.2 22.2 22.2 0.0 0.0 
その他製造業 3 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 
運輸・倉庫業 8 100.0 25.0 12.5 0.0 0.0 0.0 
卸売業 19 52.6 21.1 26.3 10.5 36.8 5.3 
小売業 9 55.6 11.1 11.1 11.1 33.3 11.1 
飲食業 4 50.0 25.0 25.0 0.0 50.0 0.0 
金融・保険業 2 0.0 0.0 100.0 0.0 50.0 0.0 
不動産業 4 75.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 
情報ｻｰﾋﾞｽ業 17 52.9 35.3 29.4 35.3 23.5 11.8 
その他 27 33.3 18.5 29.6 7.4 40.7 11.1 
大企業 28 42.9 35.7 32.1 25.0 28.6 10.7 
中堅企業 64 53.1 21.9 23.4 12.5 28.1 9.4 
中小企業 74 48.6 20.3 14.9 13.5 20.3 12.2 
市外本社企業 36 36.1 25.0 38.9 8.3 33.3 8.3 
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主 要 企 業 業 界 ヒ ア リ ン グ 調 査 結 果  

〔建設〕 

 建設業においては，建設需要の低迷による価格競争などの影響により，依然，コスト面での非

常に厳しい競争にさらされている。しかし，一般住宅建設では若干ではあるが需要の回復の見通

しがみられる。また，決算期を迎え，企業努力により全般的に売上げ自体は若干伸びてはいるも

のの，受注単価の減少傾向は依然変わらず，収益自体の伸びについては非常に鈍化しており，依

然厳しい状況にある。 

 事務所ビル建設をみると，借り手側の需要の低迷によりビル建設需要が減少し，価格競争の激

化による建設単価の減少傾向が続いており依然として厳しい状況は変わっていない。昨年暮れよ

りテナント事情は良くなっているものの，確実に入居する見込みが立たたない。また，民間建設

需要が引き続き低迷していることから，公共投資に需要を求める傾向にある。 

 一般住宅については，受注件数・受注額ともに前期と比較し，ほとんど変化はない。価格帯の

比較的高い建物に対する需要が若干ではあるが増加しており，受注額は伸びているものの，価格

競争の影響による１戸当たりの建設単価は依然として低い状況にあり，受注額の伸びに対し収益

の伸びはかなり低くなっている。また，新しい消費税の導入があるため，導入前の建設需要にお

いて若干ではあるが増加が見込まれるが，導入後の需要の落ち込みも予想され予断を許さない状

況にある。 

（経済政策課） 

 

〔電機・電子〕 

 電機業界では，ワイド型テレビ，パソコン，ＰＨＳ，携帯電話等が引き続き堅調に推移してい

る。全体の景況感としては，荷動きはだいぶ活発化してきているが，業界全体としてはまだ景気

が回復したとの実感は掴みきれていない状況にある。 

 カーエレクトロ関連での，カーナビゲーションシステムについては，依然，市場が停滞してお

り，各メーカーでは付加価値の高い製品開発・販売に力を入れ，市販市場の活況化に期待をかけ

ている。カーオーディオについては，純正部門で幾分持ち直してきたが市販部門が相変わらず自

動車業界の活況待ちの状況にある。業務用ＡＶ機器関連では，ここにきて官公庁の需要があり幾

分持ち直してきているが，民間需要が少なく伸び悩んでいる。移動体通信機器関連では，ＰＨＳ，

携帯電話機がともに好調で活況を呈している。しかし，収益的には各メーカーとも大きな伸びが

期待できず今後よりメーカー間の競争が激化するとの予測もある。コンピュータ端末情報機器関

連では，年度末の官公庁の需要が発生したが，依然，民間需要が少なく新年度からの設備投資に

期待をかけている状況にある。 

 照明業界としては，大口需要先である大手百貨店の数店で増改築が，今年計画されていること

などから，景気回復感を雰囲気的には受け止めているが，実感としては未だ掴みきっていない状

況にある。 

 半導体業界としては，ＩＣでの在庫調整等の動きがみられてきたことにより，景気に関し軟化

の様相を呈してきた。海外では，ＢＢレシオも 1.0 を割り，ここにきて米国のパソコン需要に鈍

化傾向が現われ始めた。東南アジアでも，４メガ DRAM の放出により，一時期ほどの活況感がない。

これらの市場の軟化については，一時的なものとの見方と今年の上半期までは停滞するとの見方

に別れ，景気の先行きに関し不透明感が漂ってきた。 

（中小企業指導センター） 
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〔工作機械〕 

 第４四半期の工作機械業界の景況は好調な売り上げを反映して，回復感が強まった。しかし，

将来見通しとなると依然として不透明感が強く，年末まではこのまま推移するだろうが，来年ま

では見通せないというのが実状のようだ。前回のヒアリングでは得意先の業種の違いなどによっ

て，企業間で微妙な景況感のずれが感じられたが，今回は各社とも売り上げを伸ばしており，収

益面でも今期は黒宇決算となる見込みである。工作機械協会によると業界全体では平成７年次の

売り上げ実績は 7750 億円，対前年比 36％の増となっており，８年次は 8500 億～8700 億円に達す

るものと見込まれている。 

 工作機械の生産台数はピークだった平成２年のレベルに達しており，従来は汎用機が主体だっ

たが， 近は大型で特殊な用途の機種の受注が出始め，大企業の設備投資意欲が出てきた。 

 内外比率にも回復がうかがえる。平成２年のピーク時には内需が 65％に達したが，その後，一

時期内需が 50％まで冷え込んだ。しかし， 近は輸出が横ばいで推移し内需が増加しており，か

なり回復しつつある。 

 受注量増加の要因としては， 近の為替の安定によって企業の生産計画が立て易くなり，ここ

に更新需要が重なったことが大きいが，一時期，海外移転や海外調達が進んだ金型産業が戻って

きていることや，80 年代以降急速にＮＣ化が進んだ工作機械を，企業が使いこなせるようになり，

個々のニーズにあわせた機種への買い換えを進めていること等があげられた。 

 工作機械は製造業のマザーマシーンとして設備投資の中心となるが，現在の好調をリードして

いる産業分野が何であるのかを特徴付けることが難しくなっている。このことは裏を返せば従来

の産業区分では，把握できない構造的な変化の兆しと捉えることもできる。 

 雇用状況は，生産台数の伸びを受けて８年度には，２～３年手控えていた新規採用を再開する

企業や中途採用を予定している企業もあり，やや明るさがみられる。就職難が話題になっている

が，技術開発分野については人手が不足しており，人材確保難が続いている。 

 為替をはじめ金融や地価の動向などが，各企業の景況感に様々な影響を与えており，これらの

問題が積み残しになったままでは回復感には確かな手応えが出ない，という企業の意見が印象的

だった。 

（産業開発担当） 

 

〔自動車関連〕 

 ２月の新車登録台数（軽自動車を除く）は新型車やＲＶ車の販売が好調なことから前年同月比

4.5％増となり，３月も前年同月比で増加となれば 22 ケ月連続の増加となり 78 年２月から 79 年

11 月の史上 長記録と並ぶことになる。 

 また，(社)日本自動車工業会の自動車国内需要見通しによると，95 年度は前年度比 3.5％増に

なるものと予測されている。これは，買い替え需要や相次ぐ新車の発売が需要を喚起する等プラ

ス要因が働いたことが大きいとみられる。 

 96 年度見通しについては，円高修正等から景気は穏やかながら回復基調になる等のプラス要因

に加え，ここ数年の買い控えによる潜在需要も依然として大きい等の要因もあり増加が見込まれ

る。しかし，国内生産台数をみると 95 年（１～12 月）は 10,195 千台で対前年(10,554 千台）比

3.4％減，輪出も 3,790 千台(4,460 千台）同 15％減と厳しい状況が続き，今後もこの傾向が続き

そうである。 
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 このように自動車の国内需要見通しは増加傾向にあるものの，国内生産台数が伸びず，また低

価格競争が厳しくなる中で自動車部品各社に対するメーカーのコストダウン要請も強いものにな

っている。これに応じるため，自動車部品各社は設計段階からのコストダウン，作業現場におけ

る作業工程の削減などにより経費の節減を図るとともに，管理部門における事務の総点検，人員

の抑制，予算の重点配布や効率的執行など全社的な合理化に取り組んでいる。さらには，価格競

争力のある新製品開発や新分野開発を進めるなど自社の経営体質強化に取り組んでいる。 

 また，設備投資については，ほとんどが設備の更新，モデルチェンジに伴う金型交換などであ

り，新規投資はほとんどない状況である。 

 総体的には，自動車の需要回復が見込める一方，輸出の減少，輸入車の増加などによる国内生

産台数の減少，低価格の要請など自動車部品業界は今後も厳しい状況が続くとみているところが

多い。 

（産業振興課） 

 

〔繊維・スカーフ関連〕 

 問屋の在庫調整は進んだようであるが，消費の低迷や輸入品の拡大により，問屋，アパレル業

界からの受注は遅れ気味で，散発的な発注や発注自体の絞り込みとなっている。受注の小ロット

化，短期納品，価格の押え込みは依然として続いており，捺染工場では先行きの見通しがつきに

くい状況である。 

 服地プリントは，１月の展示会後の注文も，３月現在で前年の 50％程度の受注状況である。例

年に比べ遅れ気味の受注で，４月に受注がずれ込む模様であり，前年比の落ち込みが予想される。

しかし，下落傾向にあった単価については，ほぼ下げ止まったようだ。 

 服地はプリントが主流から外れ，アパレル業界等が合繊からレーヨンの複合素材など新素材を

求める傾向がみられる。 

 スカーフは冬物の迫加注文があり，在庫調整もだいぶ進んだようである。ミニスカーフに加え，

ロングスカーフ，大判スカーフの売れ行きが持ち直してきているが，問屋の買い付けは依然慎重

で，受注状況は前年比では減少の模様である。 

（産業振興課） 

 

〔運輸・倉庫〕 

 運輸業については，一部業種では収益改善がみられるが，全体としてはまだ横ばいといった状

況にある。全般的には底を打ったとみることができる。 

 海運については，流通経路の短縮化と効率化などによる船舶輸送の需要の減退で，輸送単価の

切り下げなど厳しい状況が継続するとみている。特石法の廃止や業界カルテルへの批判など，弱

肉強食の自由競争，強い経済力を持つ荷主同士による流通の統合化・提携化の動向により，今後，

中小・零細船主は厳しい状況におかれ，大幅な業界再編の波がくることも考えられるとしている。

この分野でのリストラ志向も強くなっている。 

 鉄道では，当期輸送人員はわずかながら(１月の前年同期比 0.1％増）改善を示したが，鉄道路

線での新たな乗客増の要因（住宅開発，産業立地，集客施設立地など）と運賃が経営状況を決定

することを考えると，今後の改善要因が見当らず，公共性の名の下で採算性が悪化しやすい構造

となっている。バスでは，期を追う毎にバイク・自転車等の利用，住宅地の成熟化・高齢化及び
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道路事情の悪化などバス利用客の減少傾向が強く現れており，厳しい状況である。 

 陸運については，物資総量は一部原料・部品等の増加があって横ばいか微増を維持し，経営改

善が行われてきているが，運賃改定が切下げとして表れており，その結果，大手は経営体質が改

善されつつあるものの，下請中小・零細トラック業界は負担を強いられている状況である。 

 倉庫の保管残高は高い水準にあり，安定した保管料収入を得ているようだが，商品の価格低下

による，荷主からの保管料の値下げ要求が強く，必ずしも収益の増加につながっていない。また

回転率は回復傾向にはあるが，相変わらず低迷しており，低い回転率により荷役料収入は減少し

ていて，全体としては横ばいか減収となっている。 

 一般消費について，各種指標では回復の兆しがでてきているが，景気全体を回復させ，商品流

通を活性化させるほどの力強さは感じられず，先行きについてもあまり明るい見通しを持ってい

ない。 

 冷凍冷蔵倉庫の業況をみると，京浜地区については川崎港東扇島地区に冷蔵倉庫群が建設され，

平成７年上半期には県内の冷蔵倉庫面積が６％増加する等，供給が過剰気味であるが，国内全体

では輸入農畜産物等の増加が大きく，コスト削減要因もあり，地方での需要はまだ多いとみてい

るようだ。 

（経済政策課） 

 

〔卸・貿易〕 

 円高の定着と海外への技術移転の進展等により，労働集約型といえる繊維関係では安い東南ア

ジア製品の追い上げがすさまじく，景気の不透明感からくる消費者の慎重な消費活動とあいまっ

て，依然として厳しい収益状況が続いている模様である。 

 このような状況でも，ある繊維関係の製造・卸販売会社では，顧客開拓に合わせた新製品の開

発を積極的に行うとともに，高付加価値化による他の追随を許さない戦略的展開を進め，景気に

左右されない業績を上げていた。 

 制御機器分野においては，「製造工場からのシステムを含めた制御機器の受注が以前に比べる

と増えてきている」との話しが聞かれたが，将来の景気回復を先取りした設備投資なのか，コス

トダウンを目指した動きかは不明である。 

（国際経済担当） 

 

〔大型小売店〕 

 売上高は，ほぼ前年並にとどまっている。年明けからの消費の回復を期待していたが，期待さ

れた伸びとはなっていない。 

 百貨店では来客数は増加傾向（対前年比 102～3％）を示しているが，スーパーの来客数は伸び

悩み傾向にある。 

 年末商戦は，12 月中旬までは好調であったが，後半が息切れ状況になってしまった。その理由

としては「必要な物しか買わない」傾向により「予定していた物の購入で終わってしまった」と

分析している。２月は対前年比で，上回ったが，これは閏年で１日多いことによるのであって，

業績が回復したわけではない。 

 各業界とも気温が上がり暖かくなる４月以降の消費の回復に期待をしているが，楽観はできな

いとの認識である。神奈川県は有効求人倍率が全国に比べて低いうえ，立地企業もリストラを進
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めている状況なので，消費のパイは膨らまないと分析している。 

 百貨店は，売り上げが対前年比 98～101％(2 月は閏年のため除外）で推移し，ほぼ前年並みと

の評価である。来客数は前年に戻ったが買上げ単価が回復していない。この状況はこれからも続

くと考えている。法人需要の回復もまだまだとしている。 

 スーパーは，前年を若干下回る数字を出している。昨年秋までは来客数は若干の増加・を示し

ていたが，その後は伸び悩みの状況になってしまった。買上げ点数・買上げ単価の両方が減少す

る傾向も続いている。食品中心のスーパーは百貨店の売上げが低迷しても，そこそこの売上げを

維持できていたが，苦しくなってきたのは，食品スーパーは商圏内でのすみわけができないので，

競合店の進出による食い合いの影響があると考えている。 

 専門店（紳士服）では，前年並の売上を確保している。来客数の対前年比は 10％程度落ちてい

るが，客単価は５～６％ほど上昇し，「気に入ったものを買う」傾向は続いている。３月の新社

会人用は好調であったが，一般ビジネス用が低調であった。暖かくなってからの４月～６月の売

上げが，96 年度前半期の大きな部分を占めるので，需要の拡大に期待をしている。 

（産業立地指導担当） 

 

〔不動産〕 

 景気は回復に向かっていると判断しているが，業況については，各部門とも低価格化により売

上げは持ち直したものの利益が出にくく厳しいとしている。 

 オフィス部門は，空室率は少しずつ改善し，賃料は下げ止まっている。３月現在の空室率は，

関内，横浜駅周辺，新横浜の３地区合計数値で 12％台で，他の大都市に比べると若干高く回復に

遅れがみられる。前年に比べ，拡張など積極ニーズが増え始めてはいるが，新築大型物件へのシ

フトが顕在化する中，横浜駅東口やみなとみらい地区の大型物件による既存中小ビル等への影響

が予想され，先行きは不透明である。 

 住宅部門は，主に価格の引き下げにより，マンション販売戸数が 95 年に首都圏で過去 高を記

録したと報道されたが，利益減少や地価下落の傾向が続き 96 年は厳しさが続くとみている。分譲

では，マンションと戸建があるが，戸建に動きが出てきている。住み替え等の仲介は，所有物件

の価値減少で住み替えに踏み切れないケースが多く不調である。賃貸は，家賃の低下により入居

者を確保する状況もみられ，ファミリー向けはそれなりに推移しているものの，単身者向けはあ

まり芳しいとはいえない。価格の下落により，住宅も都心方向ヘの回帰がみられ，特にマンショ

ンや単身者向け賃貸は都内物件に勝てない。しかし，首都圏の中で埼玉，千葉や県内他市に比べ

ると，横浜はまだ高いということもでき，不景気が長引く中，市内での購入や住み替えをあきら

める向きもある。 

 このようなことから，７年度決算は前年比で売上増で利益減を見込み，８年度も同様に厳しく

なるとしている。採用についても，ここ数年に引き続き前年を下回る計画である。 

（経済政策課） 

 

〔情報サービス関連〕 

 大手から中堅，中小まで，業界としても一時の 悪期は脱したようである。一昨年後半あたり

から仕事量は徐々に増加しており，現状では量的な回復は相当達成されたといえるようである。

来年度に入っても，こうした状況に大きな変化はなく，各社とも本年度以上の仕事量となること
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を見込んでいる。こうした仕事量の増加に加えて，ここ数年来の合理化の影響もあって，現在で

は，人手不足の様相も呈しつつある企業も多いようである。そのため，各企業では８年度採用に

おいて７年度以上の採用数を計画している企業が多いようである。こうした量の回復は，これま

での厳しい状況の中で淘汰されずに，生き残ってきた企業にとっては，ようやく光明がみえたと

いう状況をもたらしているようであるが，仕事量の増加とともに，この業界でも単価の低下とい

った問題が表出しており，各企業とも，量の回復によって売上高は伸びるが，それがなかなか利

益にまで結び付かないという“利益なき（薄き）繁忙”状況に陥っているようである。さらに，

今後の事業展開としても「現状のままでは・・・」という意識を持ちながらも，体力が落ちてい

る状況の中で，新たな事業に投資することもままならないといったジレンマも抱えており，こう

した問題に対して，これといった解決策や先の見通しを明確に持っている企業は，一部の大企業

やべンチャー型の企業を除けば，まだまだ数は少ないようである。 

（経済政策課） 

 

〔ホテル・コンベンション関連〕 

 ホテル業界については，景気は上向き傾向にあるものの，完全な回復とは未だみておらず，今

後とも，経費節減や効果的な人員配置等の内部努力により，収益を上げていきたいと考えている。

平成８年度は，宿泊，宴会，レストランの各部門とも比較的好調に推移するとみている一方，新

規客の獲得に向けて，観光客の行動分析や設備投資の実施など，内部的な自助努力を積み重ねて

いる。社員の採用ついては，大規模なホテルは前年同様の採用を予定しているが，それ以外のも

のについては採用を控え，内部的な職種変更等で対処していくと思われる。 

 大型コンベンション施設については，催事の予約状況をみても景気回復の兆しはみえず，完全

な回復は来年以降になるとみている。平成８年度は稼働率が過去 低であった７年度よりもやや

増加すると予想しており，スポーツ催事や企業見本市の新規開催を期待している。 

（観光コンベンション課） 

 

〔コミュニティ産業〕 

 生協は，供給（売上）高が計画を下回る状況が続いている。国内の景気，消費動向については

大変悲観的に考えている， 

 生協では，いわゆる価格破壊ブームは一段落したとみているが，消費者は価格などを含め，自

らのニーズにあった様々な業態の商品を厳しい目で比較して購入しており，現在，特にこの傾向

が強く現れていると分析している。また，今後は県内の人口の増加もあまり望めないこともあり，

組合員数の大きな伸びも期待できない。店舖部門，共同購入部門ともに組合員数の拡大は計画を

下回る見込である。こうした中，食品中心のディスカウントショップや，大型店の出店等により，

流通業界内の競争は，より激しくなっている。食品中心の生協にとっては，当面厳しい状況が続

き，さらに業況が悪化していく可能性もあり，決算も計画を下回る見込である。 

 店舖部門では，供給（売上）高が減少し，厳しい経営状況となっている。特に小型，中型の店

舗（600 坪以下）は，大きく供給（売上）高を落している。積極的に新店舖を出店して改善を図

っているが全体的に計画を達成できない状況である。採用については，新店舗を中心に積極的に

行っている。 

 共同購入部門も，従来型の班を中心とした共同購入は供給（売上）高が減少している。新業態
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の個別配送方式が，共同購入に占める割合が大きくなってきており，実施している生協の供給

（売上）高の約２割を占め，共同購入部門の伸びを支えている。来年度から個別配送導入を計画

している生協もあるので，ますます比重を増していくものと思われる。経営の効率化，合理化が

課題となっていることもあって雇用人員に大きな伸びはない。 

 ワーカーズコレクテイブについては，リサイクル部門は景気の悪化を受けて伸び悩んでいるが，

それ以外の部門は順調に業績を伸ばしている。特に，仕出し部門，福祉部門は好調である。新た

な事業展開も積極的に進めており，駅前保育，ィンテリア関係などへの進出を考えている。福祉

関係を中心に参加人員が増えており，人員的にも拡大傾向にある。 

（消費経済課） 

 

〔生涯学習関連〕 

 カルチャーセンターでは，キャンペーン効果で前年同期比では若干受講者数が伸びたが，ここ

何年かは少しずつ減少が続いており，先行きもまだ明るくはない。７年度決算についても横ばい

から若干減に落ち着くとみられ，リストラ等の努力が続けられている。 

 専門学校では，卒業生の就職状況から考慮すると，国内景気が回復し始めたと感じられる。た

だ，学校の専門分野によってかなり差があるので一概にはいえない。７年度は入学生が若干増え

たこともあり，収入はやや増加した。 

 スポーツクラブでは時期的要因もあるものの，退会者数が多く厳しい状況である。７年度決算

はほぼ前年から横ばいと見込まれるが，国内の景気回復に比べると回復は遅くなりそうである。 

 生涯学習関連各社とも，施設に対するキャパシティがあるため，いかにフル稼動できるかが

大の課題であるが，今のところ大きな落ち込みはみられない反面，今後の大きな伸びも期待でき

ない。雇用面で，欠員をパートに切り替える等の対応が続けられている。 

（経済政策課） 

 

〔レジャー〕 

 近隣レジャー施設の入場者数の減少傾向は続いてているが，特に冬期（平成７年 12 月～８年２

月）になって減少幅が縮小するとともに一時的に増加傾向になる等，景気回復の兆しが若干みえ

始めてきた状況である。しかし，客単価は伸び悩んでいるため，今後もイベントの充実や積極的

なＰＲ展開等により，誘客強化を図っていくことが重要である。 

 一方，旅行業界では旅行取扱件数が前年同期比で好調な伸びを示している。特に海外旅行につ

いては，円高とツアーの値下げ等によりかなり伸びているが，国内旅行の伸びは低調となってお

り，国内旅行の需要の掘り起こしが課題となっている。いずれも低価格で提供しているものが多

いが，特に海外旅行の伸びにより若干の収入増となっている状況である。 

（観光コンベンション課） 

 

※（）内はヒアリング担当部署 
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横 浜 市 主 要 経 済 指 標 の 動 き  

 

① 生産・出荷・在庫指数（通商産業省，神奈川県企画部統計課） 

 生産指数・出荷指数ともに２期連続のプラスで，今期は生産の上昇よりも出荷の上昇の

ほうが大きかったので在庫は４期ぶりの減少となった。業種別に生産指数をみると，一般

機械が好調で前年同期比 7.6％増，電機は微減，輸送機は 7.6％減となっている。 
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② 新設住宅着工床面積（建設省） 

 今期の新設住宅着工床面積は２月に大幅（前年同月比で－32.1％）に落ち込んだことに

より，前年同期比で－5.4％となった。利用関係別にみると，分譲住宅は微増だったもの

の，持家と貸家で 10％前後落ち込んでいる。 

 
新設住宅着工床面積：前年同期比

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

Ⅰ

63

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

１

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

２

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

３

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

４

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

５

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

６

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

７

Ⅱ Ⅲ Ⅳ

横浜

全国

(年度)  



- 32 - 

③ 百貨店売上高（百貨店協会） 

 今年の１月に市内百貨店の売上が 47 ヶ月ぶりにプラスとなった。商品別にみると，売

上構成比の比較的大きい紳士服(10.2％増)や身の回り品(6.6％増)，食料品(3.7％増)の回

復が大きく寄与している。 

 
百貨店売上高：前年同期比
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④ 有効求人倍率（労働省，神奈川県労働部職業対策課） 

 前期に引き続いて今期も有効求人数が伸びており（前年同期比で 24.8％増），有効求

人倍率も 0.53 倍と平成５年度の第Ⅰ四半期レベルまで戻り，緩やかな回復となっている

全国に近づいている。 

 
有効求人倍率：新規学卒・パート含む（横浜市；原指数、全国；季調値）
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